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緒言 
 

平成 24 ~ 25年度に設けられた前身の「光化学オキシダント調査検討会」では、各種の環境対

策により近年我が国の NOx、VOC の大気濃度が低減しているにも係わらず、O3（Ox）の平均濃度

が増加し続けているという大きな矛盾に取り組み、常時監視局観測データの解析からその要因を

明らかにしてきました。これに引き続き平成 26 ~ 28年度に設置された本検討会では、これらの要

因を化学輸送モデルによるシミュレーション計算から裏付け、今後 NOx、VOC の排出をさらにどの

位削減すれば、O3（Ox）の抑制がもたらされるかについてシミュレーションによる感度解析を行い、

将来のオキシダント削減戦略に対するガイドラインを提供する事を目的に検討を行って参りました。 

光化学オキシダントや PM2.5に代表される二次汚染物質による大気汚染には、大気輸送と化学

反応が密接に結びついた非常に複雑な過程が含まれ、新しい大気化学反応の解明やモデルの

改良等の研究が現在なお盛んに行われています。したがって、光化学オキシダントにつきまして

も、今後の対策をより有効なものにするためには、こうした最先端の科学的知見を行政施策の立案

に生かして行く事の重要性が、前身の検討会や本検討会での議論を通じて指摘されてきました。 

本報告書はこのような観点に立って、現状で最善と思われるモデルの一つを用いて我が国のオ

キシダント汚染の現状を解析し、今後の NOx、VOC 削減の感度を明らかにするとともに、モデルシ

ミュレーションを用いた光化学オキシダント抑止戦略をより効果的なものにするための今後の調査

研究のあり方についての提言をまとめたものです。 

本報告書が、今後の我が国の光化学オキシダント対策に対する有効な一助となることを願って

やみません。 
平成 29年 3 月 

光化学オキシダント調査検討会 

座長 秋元 肇 
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略語一覧 

BVOC : Biogenic Volatile Organic Compounds 

生物起源揮発性有機化合物 

CAMx : Comprehensive Air Quality Model with Extensions 

CHASER : CHemical AGCM for Studies of atmospheric Environment and Radiative forcing 

CMAQ : Community Multiscale Air Quality  

EANET : Acid Deposition Monitoring Network in East Asia 

東アジア酸性雨モニタリングネットワーク 

EPA : Environmental Protection Agency 

環境保護庁 

GPV : Grid Point Value 

格子点数値情報 

GSM : Global Spectral Model 

全球モデル 

HTAP : Task Force on Hemispheric Transport of Air Pollution 

大気汚染の半球輸送タスクフォース 

JATOP : Japan Auto-Oil Program 

大気環境改善を目指した自動車業界と石油業界の共同研究プログラム 

JEI-DB : JATOP Emission Inventory Data Base 

MEGAN : Model of Emissions of Gases and Aerosols from Nature 

MIR : Maximum Incremental Reactivity 

単位量の VOC が生成しうる最大のオゾン量 （最大増加反応性） 

NB : Normalized Bias  

NCEP : National Centers for Environmental Prediction 

米国環境予報センター 

NGE : Normalized Gross Error 

NMHC : Non-Methane Hydrocarbons 

非メタン炭化水素 

NMVOC : Non-Methane Volatile Organic Compounds 

非メタン揮発性有機化合物 

Ox ：Oxidant 

オキシダント 

PO : Potential Ozone 

ポテンシャルオゾン 

 



 

 

 

REAS : Regional Emission inventory in ASia 

アジア地域排出インベントリ 

RF : Response Factor 

レスポンスファクター 

RMSE : Root Mean Square Error 

二乗平均誤差 

SIP : State Implementation Plan 

米国環境基準達成のための州政府の実施計画 

SLCP : Short-lived climate pollutant 

短寿命気候汚染物質 

SOA : Secondary Organic Aerosol 

二次生成有機エアロゾル 

VOC : Volatile Organic Compounds 

揮発性有機化合物 

WRF : Weather Research and Forecasting model 
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【光化学オキシダント（Ox）とオゾン（O3）の区別について】 

 環境基準の告示において、光化学オキシダントとは、「オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の

光化学反応により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸

化窒素を除く。）」とされている。光化学オキシダントの大部分はオゾン（O3）である。光化学オキシダントの

測定値に対するオゾン以外の成分の寄与は極めて小さいことから、光化学オキシダントの測定法にはオゾ

ンを測定対象とする紫外線吸収法及び化学発光法も含まれている。一方、本調査のシミュレーションモデ

ルで解析対象としている物質はオゾン（O3）である。このため、「オキシダント」「オゾン」という用語につい

て、本報告書では「光化学オキシダント（Ox）」という用語に統一する（但し、化学反応に関する説明等でオ

ゾン（O3）を明記する必要がある場合は除く）。 
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1 はじめに 

1.1 本調査の背景 

平成 26年度の光化学オキシダントの環境基準達成率は、一般局で 0％、自排局で 3.6％であ

り、環境基準はほとんど達成されておらず、関東地方等を中心に依然として注意報の発令がみら

れる状況である。 

平成 24年 4 月に閣議決定された第四次環境基本計画において、「光化学オキシダントについ

ては、広域大気汚染や気象条件の変化等の影響を大きく受けやすい注意報等とは別に、環境改

善効果を適切に示す指標について検討を行い、結論を得ることを目指す。」とされた。 

これを踏まえ、環境省では、平成 24、25年度の 2 年間にわたり「光化学オキシダント調査検討

会」（以下「本検討会」という。）において、20年以上にわたる我が国の大気汚染常時監視データの

多角的解析を実施し、前駆物質削減対策による光化学オキシダントの長期トレンドを評価するため

の指標について検討を行った。その結果、新たに「日最高 8 時間平均値の年間 99%値の 3 年平

均値」を指標として活用することが「光化学オキシダント調査検討会 報告書（平成 26年 3 月）」に

おいて提案された。 

この指標を用いて、注意報発令レベルの超過割合が多い地域である関東地域や阪神地域等の

域内最高値の経年変化をみると、近年、域内最高値が低下しており、高濃度域の光化学オキシダ

ントの改善が示唆されている。 

さらに、上記報告書において、この指標を用いて過去の光化学オキシダント（Ox）濃度を解析し

た結果、地域別の長期トレンドは、①VOC 及び NOx 排出量の低下に伴う局地的オゾン生成量の

減少による高濃度域の光化学オキシダントの低減、②越境大気汚染の増加による光化学オキシダ

ントの増加、③NOx 排出量の減少に伴う NO タイトレーション効果の低下による都市部の光化学オ

キシダントの増加の 3 つの要因の組み合わせによって説明できることが示された。 

 本報告書は、平成 26 ~ 28年度に本検討会がこれらの要因についてシミュレーションモデル（以

下「モデル」と示す）による解析を行った結果を取りまとめたものである。
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1.2 本調査の目的 

平成 25 年度検討会報告書では、モニタリングデータの多角的解析から明らかとなった、光化学

オキシダント濃度の長期トレンドに影響を及ぼす 3 つの要因の寄与割合は、季節及び地域によっ

て異なり、より定量的な議論は今後のモデルシミュレーションを用いた解析が必要であるとされた。 

この平成 25 年度検討会報告書を踏まえ、平成 26 ~ 28年度の光化学オキシダント調査検討会

では、以下の 2 つを目的として、調査検討を実施した。 

① 我が国の光化学オキシダント濃度の長期トレンドに影響を及ぼす 3 つの要因である「前駆物

質排出量の変化」、「越境大気汚染の増加」、「NO タイトレーション効果の低下」について、

それぞれの寄与の程度を、シミュレーションモデルを用いて明らかにすること。 

② ①で構築したシミュレーションモデルを用いて、これまでの光化学オキシダント対策の効果検

証や、前駆物質排出量削減の感度解析等から、今後のさらなる Ox 濃度低減対策に資する

知見を得ること。 
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1.3 本調査の概要 

1.3.1 シミュレーションモデルの構築 

光化学オキシダント濃度の長期トレンドに影響を及ぼす 3 つの要因の解析、今後の光化学オ

キシダント濃度低減対策に資する知見を得るために、シミュレーションモデルの構築を行った。

シミュレーションモデルは、気象モデルとして WRF、化学輸送モデルとして CMAQ を採用し、排

出量インベントリデータとして、REAS、MEGAN、JEI-DB 等を用いてモデル入力用データを整

備した。 

 

1.3.2 シミュレーションモデルの検証 

構築したシミュレーションモデルについては、以下のような観測データや既存調査事例との比

較により、検証を行った。 

・人為起源排出量の影響が小さいリモートサイトにおける Ox、NO2 月平均濃度の検証 

・国内代表地域（関東地域、九州地域）における Ox、NO2、NMHC 月平均濃度または日平均

濃度の検証 

・国内代表地域（関東地域、九州地域）における Ox 新指標の長期トレンドの検証 

・国内代表地点における VOC 成分別濃度の検証 

・他の研究機関等で実施された既往調査事例（モデル計算値）との比較 

 

1.3.3 Ox 濃度に影響を及ぼす 3 つの要因の解析 

構築したシミュレーションモデルを用いて、光化学オキシダント濃度の長期トレンドに影響を及

ぼす 3 つの要因である「前駆物質排出量の変化」、「越境大気汚染の増加」、「NO タイトレーショ

ン効果の低下」について、寄与の程度を検証した。検証にあたっては、2001 ~ 2010年の間で気

象場が異常年でない年を基準年（ベースケース）として選定した。次に 3 つの要因を反映した排

出インベントリデータを設定し、それぞれシミュレーションによって得られた Ox濃度または PO（ポ

テンシャルオゾン）濃度をベースケースの計算結果と比較することによって評価した。 

 

1.3.4 前駆物質排出量削減の感度解析 

シミュレーションモデルを用いて、前駆物質排出量削減の感度解析を実施した。感度解析で

は、オキシダントの前駆物質である人為起源の VOC 及び NOx 排出量をそれぞれ段階的に削

減した場合のシミュレーションを実施し、Ox 濃度（Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値及び高

濃度日発生日数）に及ぼす影響（感度）を解析した。本調査の実施フローを図 1-1に示す。 
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図 1-1 平成 26 ~ 28年度（2014 ~ 2016年度）の光化学オキシダント調査実施フロー 

gu

[1] シミュレーションモデルの構築・改善
(1)発生源インベントリデータの整理

(2)シミュレーションの設定

(3)モデルの検証

(4)不確実性の検討

①東アジア領域 (60 km格子)
人為起源排出物質：REAS2.1
植物起源排出物質：MEGANによる計算値

②日本領域
船舶以外：JEI-DB
船舶 ：海洋政策研究財団作成DB    

①東アジア領域 (60 km格子)
ア.東アジア領域における植物起源VOC排

出量設定方法の検討
イ.東アジア領域における日本付近のイン

ベントリとしてJEI-DBを適用

①シミュレーションの条件設定
対象年度：2001 ~ 2010年
モデル ：WRFv3.5.1, CMAQv4.7.1
領域 ：地域内生成及び他地域からの影響

を考慮し、東アジア領域 (60 km)
を親領域、関東・九州領域(10 km)
を子領域とした

②東アジア領域の境界条件の設定
東アジア領域境界値に全球モデル (MOZART)
の出力値を使用

①シミュレーションの条件設定
ア.気象モデル及び大気質モデルの再現性

向上を目的とした計算方法の検討
イ.大気質モデルの再現性向上を目的とし

たシミュレーションの条件設定の最適化
ウ.関東、九州領域における気象モデルの

入力データ検討
②東アジア領域における境界値データの設定

方法の確認

①東アジア領域シミュレーションの条件設定
②関東、九州領域における気象モデル (WRF)
③関東、九州領域における大気質モデル (CMAQ)

・⻑期トレンドの再現性の確認
・環境改善効果を適切に示すための指標による統計値の再現性確認

①植物起源VOC (BVOC) ②未把握VOCの不確実性

シミュレーションモデルの精度レベルの確認

[2] シミュレーションモデルを用いた国内
の光化学オキシダント濃度に影響を与
えると推測された主な要因の解析

[3] オキシダント前駆物質(NOx、VOC)
の削減効果の検討

・NOx及びVOC排出量を段階的に削減
したケースのシミュレーション解析(1)光化学オキシダント前駆物質濃度の影響

(これまでの排出抑制対策の効果検証等を含む)
(2)越境大気汚染の影響
(3)NOタイトレーション効果低下の影響

(NOx削減がポテンシャルオゾンに与える影響)

[4]シミュレーションを用いた解析結果に対する定性的・定量的評価
・[2]及び[3]の結果を踏まえ現状の汚染要因、NOx及びVOC排出量削減の効果について、

定性的、定量的な評価を行う。

・本調査で用いたモデルと他モデルの既存の計算結果の比較
・モデル不確定性の検討 等

モデル精度向上のための解析 凡例
赤：平成26年度（2014年度）実施項目
⻘：平成27年度（2015年度）実施項目
網掛け：平成28年度（2016年度）実施項目
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2 シミュレーションモデルの条件及び検証 

2.1 シミュレーション解析の目的 

平成 25 年度の「光化学オキシダント調査検討会」において、環境改善効果を適切に示す指標と

して、「光化学オキシダント濃度の日最高 8 時間値の年間 99%値の 3 年平均値」（以下「オキシダ

ント（Ox）新指標」と言う。）を定め、活用していくことが提言された。また、光化学オキシダント濃度

の長期トレンドに影響を及ぼす主な要因として、「前駆物質排出量の変化」、「越境大気汚染の増

加」、「NO タイトレーション効果の低下」の重要性が示された。 

シミュレーション解析の目的は、これらの要因が Ox 濃度へ及ぼす影響を、定性的・定量的に明

らかにすること、また、これまでの光化学オキシダント対策の効果検証や、前駆物質排出量削減の

感度解析等から、今後のさらなる光化学オキシダント濃度低減対策に資する知見を得ることである。 

 

2.2 シミュレーションフレームの検討 

2.2.1 解析対象期間 

光化学オキシダント濃度の長期トレンドの要因を把握するためには、少なくとも 10 年単位での

解析が必要である。測定データから評価したオキシダント新指標（1990 ~ 2011 年度を対象）の統

計結果（図 2-1）によると、2001 ~ 2010 年度の期間（図 2-1 において破線で囲んだ期間）におい

て、関東、東海、阪神、九州地域の光化学オキシダント濃度の経年トレンドが異なることが明らか

となっている。このような、地域によって異なるトレンドをモデルで再現することが、オキシダントの

変動要因を解析する上で重要と考えられることから、本調査のシミュレーション解析対象期間を

2001 ~ 2010 年暖候期とした。また、前駆物質排出量削減の感度解析においては、直近の 2008 

~ 2010 年の 3 年間の暖候期を解析対象とした。 

 

 
【各地域の Ox 濃度のトレンド】 
関東地域 2004 ~ 2006 年度から低下 東海地域 2001 ~ 2003 年度から上昇 
阪神地域 2001 ~ 2003 年度から上昇 九州地域 2001 ~ 2003 年度から上昇、2007 ~ 2009 年度以降低下 

図 2-1 光化学オキシダント新指標の地域別経年変化（黒枠は解析対象期間） 
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2.2.2 シミュレーション解析対象地域 

シミュレーション解析対象地域としては、光化学オキシダントの域内生成の影響が大きく、

VOC 成分分析調査等の測定データが多い関東地域と、東アジア大陸からの大気汚染物質の

移流の影響が大きい九州地域を設定した。 

 

2.2.3 シミュレーション解析対象月 

「2.1 シミュレーション解析の目的」で示したように、Ox 新指標を活用し評価する必要があるが、

平成 25 年度検討会報告書において、「日最高 8 時間値の年間 99%値」と「日最高 8 時間値の

暖候期 98%値」は概ね一致していることが示されているため、本調査では暖候期（4 ~ 9月）を解

析対象月とした。 

 

2.2.4 シミュレーションモデルの検討 

(1) 気象モデル 

本調査で用いる気象モデルは、①現在も改良が進められていること、②国内、海外におけ

る実績が十分にあること、③大気質モデルとして採用した CMAQ1との親和性が高いこと等か

ら、WRF（Skamarock et al., 2008）を使用することとした。 

 

(2) 化学輸送モデル 

米国では、SIP2策定のために、シミュレーションによる評価を行うことが義務付けられてお

り、シミュレーションに用いる化学輸送モデルとしては、大多数の州で、最新版の CMAQ 又は

CAMx3を用いている（環境省, 2010a）。また、CMAQ は現在もバージョンアップが進められて

いる点、オープンソースであり、モデルの移植性や扱いやすさに優れている点等から、本調査

においても、シミュレーションに用いる化学輸送モデルとしては CMAQ を用いることとした。 

サブモデルは、気相反応モデルとして SAPRC99、粒子化モデルとして AERO5を用いるこ

ととした。 

 

(3) シミュレーションモデルの領域について 

シミュレーションを実施する上で、シミュレーションモデルの領域及び格子間隔は計算時間

に大きく影響するため、本調査の目的を考慮したうえで、適切に設定した。検討結果を以下に

示した。 

 

                                               
1 CMAQ：Community Multi-scale Air Quality 
2 米国における排出源に対する排出規制等を含む米国環境質基準（NAAQS：National Ambient Air Quality Standards）達成のた

めの州実施計画、SIP：State Implementation Plan 
3 米国 ENVIRON 社の大気質モデル、CAMx：Comprehensive Air Quality Model with Extensions  
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ア. シミュレーションモデルの領域 

本調査では越境汚染の影響も検討する必要があることから、東アジア領域の計算を行

い、ネスティングによって、関東領域の計算を行った。今回設定した東アジア領域を図 2-2

に、関東領域を図 2-3 に示す。図中の外枠は気象モデル（WRF）の設定領域、内枠（点

線）は、化学輸送モデル（CMAQ）の設定領域を示す。 

 

イ. 格子間隔 

本調査では、光化学オキシダント濃度の長期トレンドに影響を及ぼす要因と考えられる

「NO タイトレーション効果の低下」の影響について検討するために、本来であれば 1 km 程

度以下の空間分解能が必要であると考えられるが、10 年間の 4 ~ 9 月という長期間の計算

を行うことを考慮して、60 km 格子（東アジア領域）及び 10 km 格子（関東領域）を設定した

（表 2-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 東アジア領域 図 2-3 関東領域 

 

表 2-1 各領域の水平格子サイズと計算領域の大きさ 

領域 水平格子サイズ 計算領域（東西 × 南北 × 鉛直高さ） 

東アジア 60 km 3,300 km × 2,700 km × 16 km 

関東 10 km 450 km × 450 km × 16 km 
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2.2.5 排出インベントリデータ 

(1) 東アジアの排出インベントリデータ 

本調査では、東アジア地域を対象とした人為起源排出インベントリとして、東アジア全体を

カバーした最新のアジア域排出インベントリである REAS 2.1を用いた。 

REAS（Regional Emission inventory in ASia）は、海洋研究開発機構 地球環境フロンティ

ア研究センター及び国立環境研究所を中心とした研究グループが開発した大気汚染物質と

温室効果ガスのアジア域排出インベントリであり、1980年から 2003年までの排出量が推計さ

れている（Ohara et al., 2007）。2013年には REAS 2.1に更新されており、2000 ~ 2008年にお

ける経緯度 0.25 度グリッド排出量が推計され（Kurokawa et al., 2013）、現在も更新が進んで

いる。 

 

(2) 日本国内の排出インベントリデータ 

本調査では、国内の発生源インベントリとして、2000 ~ 2010年を対象として、幅広い排出源

をカバーし、環境省で作成中の大気汚染物質排出インベントリでも活用されている JEI-DB

（JATOP Emission Inventory-Data Base）（石油エネルギー技術センター, 2012a）を用いた。な

お、このデータは船舶からの排出データを含まないことから、船舶からの排出データについて

は、海上技術安全研究所が作成したインベントリ（海洋政策研究財団, 2013）を用いた。 

 

(3) 植物起源 VOC の排出インベントリデータ 

本調査では、植物起源 VOC の排出インベントリとして、計算対象時の気象データを考慮し

て植物起源 VOC 排出量を算出する MEGAN（Model of Emissions of Gases and Aerosols 

from Nature）（Guenther et al., 2006）を用いた。 
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2.3 排出インベントリデータの整理 

本調査で用いる排出インベントリデータの整理にあたっては、計算対象期間である 2001 ~ 2010

年の各年に対して月別、時刻別に整理することとした。具体的は整理方法については以下に示し

た通りである。 

 

2.3.1 排出インベントリデータの整理（東アジア） 

東アジア領域の人為起源の発生源インベントリデータとして、REAS 2.1（Kurokawa et al., 

2013）を用いた。REAS 2.1は 2000 ~ 2008年を対象としているため、2009年及び 2010年につ

いては直近年である 2008年の排出量を設定した。REAS2.1について、表 2-2に示した。 

 

表 2-2 REAS2.1について 

項目 内容 
対象領域 アジア全域 
対象年 2000 ~ 2008年 

空間分解能 0.25度 
時間分解能 月別 
研究機関 

/開発プロジェクト 
国立環境研究所 
/環境省環境研究総合推進費 S-7 

 

2.3.2 排出インベントリデータの整理（日本国内） 

(1) 排出インベントリデータの整理方法 

国内の発生源インベントリについては、日本全国を対象として二次メッシュ単位（約 10 km

格子）で整理を行った。使用した排出量データベースの仕様は表 2-3に示すとおりである。 

 

表 2-3 使用した国内発生源インベントリのデータベース 

発生源 使用したデータベース 対象年 

船舶 
海洋政策研究財団作成 DB 

（海洋政策研究財団, 2013） 2010年 

自動車 
JEI-DB 

（石油エネルギー技術センター, 2012a） 2000年、2005年、2010年 

上記以外 JEI-DB 2000年、2005年、2010年 

 

(2) 排出量の年次補正方法 

排出量データベースで推計対象となっていない年の排出量は、表 2-4に示すように、以下

の 2 通りで実施した。 

① 補正係数を設定する方法 

② 前後 2 断面（年）の線形内挿による方法 

なお、①について、補正の基となるデータは上記データベースで集計されている至近の年

データとして、空間配分、月別時刻別配分はそのままとした。 
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補正後の排出量を物質別に集計した結果を図 2-4 及び図 2-5 に示す。また、本調査で用

いる化学輸送モデル（CMAQ SAPRC99/AERO5）に入力する際の PM 及び VOC の成分分

解は、既往報告（石油エネルギー技術センター, 2012b）に基づいて設定した。 

 

表 2-4 排出量データの年次補正指標について 

 

*1 資源エネルギー庁 HP (http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/) 
*2 永島作業部会委員提供データ 
*3 国土交通省 HP (http://www.mlit.go.jp/k-toukei/koukuu/koukuu.html) 
*4 環境省 HP (http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/index.html) 
*5 環境省 HP (https://www.env.go.jp/chemi/dioxin/report.html) 
*6 環境省 HP (http://www.env.go.jp/air/osen/voc/inventory.html) 
*7 林野庁 HP (http://www.rinya.maff.go.jp/j/kouhou/toukei/) 

年次補正指標 出典

1. エネルギー使用量(自家用+事業用発電)

2. エネルギー使用量(地域熱供給)

3. エネルギー使用量(一般ガス製造)

4. エネルギー使用量(農林)

5. エネルギー使用量(水産)

6. エネルギー使用量(鉱業)

7. エネルギー使用量(建設業)

8. エネルギー使用量(製造業)

9. エネルギー使用量(家庭)

10. エネルギー使用量(業務他)

11. エネルギー使用量(船舶)

12. 国立環境研究所集計排出量 *2

13. 線形内挿

14. 燃料消費量 航空輸送統計*3

15. ごみ排出量 日本の廃棄物処理*4

16. 小型焼却炉設置数(50kg/h～200kg/h) ダイオキシン類特別措置法施行状況*5

17.

18.

19.

20. 森林面積 森林統計*7

21.

22.

23.

24.

25.

26.

27.

28.

発生源

電気業

総合エネルギー統計*1

地域熱供給

都市ガス製造

農林業

水産業

鉱業

建設業

製造業

家庭

業務

船舶

自動車

作業機械

航空機

廃棄物焼却

小型焼却炉

工業プロセス

発生源品目別のVOC排出量推計結果

(2001年～2005年は線形内挿)
環境省VOC排出インベントリ*6

・化学品製造・塗料製造

・食料品等（発酵）

燃料蒸発

・製油所・原油

・製油所・潤滑油

・石油精製・貯蔵出荷施設

・天然ガス貯蔵

・都市ガス生産

・給油所

溶剤

・塗料

・インキ、接着剤、工業用洗浄剤、
クリーニング用洗剤、ゴム用溶剤

・粘着剤・剥離剤、ラミネート用接着剤、
コンバーティング溶剤、コーティング溶剤、
湿し水

・洗浄用シンナー、リムーバー、道路舗装、
くん蒸剤、農薬、殺虫剤、漁網防汚剤

植物

家畜

線形内挿

肥料施肥

野焼き

土壌

人間活動

ペット犬

化学肥料製造

排水処理
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図 2-4 国内排出量の経年変化 （NOx、NMVOC、PM） 
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固定発生源（点源）: 電気業、地域熱供給、都市ガス製造、農林業、水産業、鉱業、建設業、製造業、廃棄物焼却 



 

13 

 

 

 

 

図 2-5 国内排出量の経年変化（CO、SO2、NH3） 
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2.3.3 東アジア領域計算における日本国内インベントリデータの使用 

東アジア領域の計算においても、日本国内の排出量とその時間変動（日内、週内変動を含

む）を適切に反映するために、日本周辺の排出量については REAS2.1のデータを日本国内の

インベントリデータ（JEI-DB）に置き換えて使用することとした（参考資料 図 1）。 

2.3.4 インベントリデータのまとめ 

本調査で整理した東アジア領域（60 km格子）及び関東領域（10 km格子）で用いた排出イン

ベントリデータの相違について、表 2-5に整理した。 

 

表 2-5 東アジア領域及び関東領域の排出インベントリデータの比較 

 東アジア領域（60 km格子） 関東領域（10 km格子） 

人為起源 
・REAS2.1 

（ただし、日本付近は JEI-DB） 

・JEI-DB（船舶以外） 

・海洋政策研究財団作成 DB（船舶） 

植物起源 

・MEGAN 計算値 

（植生分布及び WRF計算値か

ら植物起源 VOC を毎時間計

算） 

・同左 

備考 

・2009年及び 2010年の排出量

は 2008年の排出量を設定し

た。 

・日本付近については、関東領

域（10 km 格子）と同様の年次

補正を実施した。 

・補正係数または前後2断面（年）の線

形補間により年次補正した。（表 2-4

参照） 
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2.4 シミュレーションモデルの設定 

2.4.1 気象モデルの入力データ 

気象モデルの入力データとして、表 2-6に示すデータを利用した。 

 

表 2-6 気象モデルの入力データ 

要素 データ 60 km格子計算 10 km格子計算 

大気 
気象庁 GSM（日本域）客観解析データ ○ ○ 

毎時大気解析 GPV（風、気温のみ） ─ ○ 

海面水温 気象庁日平均海面水温 ○ ○ 

土壌水分量 NCEP客観解析値 ○ ○ 

 

2.4.2 東アジア領域境界値データ 

本調査では、シミュレーションによって、光化学オキシダント濃度の長期的な増減傾向が再現

できているかについて確認する必要があることから、解析対象期間である 2001 ~ 2010年のデー

タが揃った全球化学輸送・気候モデル CHASER（CHemical AGCM for Studies of atmospheric 

Environment and Radiative forcing）（Sudo et al., 2002）の計算結果を東アジア領域の境界値とし

て採用した。 

CHASERで扱う化学種と CMAQ で扱う化学種は一致しないため、それぞれの化学種を対応

表にしたがって対応させた（参考資料 表 1）。また、CHASERの格子点と本解析のシミュレーシ

ョンモデルの格子点は一致しないため、CHASER格子点データの内挿によって、本調査のシミ

ュレーションモデルの境界上の格子点におけるデータを設定した。 
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2.4.3 シミュレーションモデルの設定のまとめ 

本調査で用いた気象モデル及び化学輸送モデルの設定内容を表 2-7に整理した。 

 

表 2-7 気象モデル及び化学輸送モデルの設定内容 

対象年 2001 ~ 2010年の暖候期（4 ~ 9月） 
解析対象領域 東アジア領域 

領域の大きさ（CMAQ） ：東西 3,720 km×南北 2,940 km×鉛直 16km 
水平格子間隔        ：60 km 
水平格子点数（WRF）  ：72×59個 
水平格子点数（CMAQ）：62×49個 
鉛直格子間隔        ：可変 （20 m ~ 6 km） 
鉛直層数            ：30層 

関東領域 
領域の大きさ（CMAQ） ：東西 300 km×南北 300 km×鉛直 16 km 
水平格子間隔        ：10 km 
水平格子点数（WRF）  ：45×45個 
水平格子点数（CMAQ）：30×30個 
鉛直格子間隔        ：可変 （20 m ~ 6 km） 
鉛直層数            ：30層 

気象モデル WRF 
気象モデルバージョン：WRFv3.5.1 
 
初期値・境界値：東アジア領域（60 km格子） 

大気データ   ：気象庁全球客観解析データ 
海面水温データ：NCEPリアルタイム全球海面水温 
土壌データ   ：NCEP客観解析値 

初期値・境界値：関東領域（10 km格子）（2009年のみ） 
大気データ   ：気象庁 GSM（日本域）客観解析データ 

：毎時大気解析 GPV（風、気温のみ） 
海面水温データ：気象庁日平均海面水温 
土壌データ   ：NCEP客観解析値 

 
雲物理    ：Thompson graupel scheme 
長波放射  ：RRTM 
短波放射  ：Dudhia 
接地層    ：MYNN 
地表面    ：Noah land-surface 
都市物理  ：UCM 
積雲対流  ：Kain-Fritsch 
ナッジング ：格子点ナッジング 
スピンアップ時間は 7 日で、対象期間である 4 ~ 9月を連続で計算 

化学輸送モデル CMAQ 
大気質モデルバージョン：CMAQv4.7.1 
水平拡散 ：multiscale 
鉛直拡散 ：acm2 
気相反応 ：SAPRC99 
粒子化   ：AERO5 
沈着     ：areo_depv2 
Cloud    ：cloud acm ae5 
 
スピンアップ時間は 7 日で、対象期間である 4 ~ 9月を連続で計算 

ネスティング CMAQ について、関東領域は親領域からのネスティングを実施 

境界値 
東アジア領域の境界値は、全球化学輸送モデル CHASER の出力
値を使用 
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2.5 シミュレーションモデルの再現性の確認 

2.5.1 再現性確認の考え方 

本調査で構築したモデルが、日本国内における Ox 濃度の長期変動要因の解析及び前駆物

質の排出量削減による Ox 低減効果の解析に活用できるかどうか、という観点からシミュレーショ

ンモデルの再現性の確認を行った。再現性の確認の流れについて図 2-6に整理した。 

 

図 2-6 シミュレーションモデルの再現性の確認の流れ 

  

気象場の再現性の確認（気温、風速及び日射量） （2.5.3） 

� 大気汚染物質は気流によって移流・拡散するため、気象場の再現性を確認 

� 遠隔地測定局及び関東・九州地域における測定局の測定値と計算値を比較 

� 精度評価の指標値を算出し、既往の調査結果と比較 

Ox 及び Ox 前駆物質の再現性の確認 （2.5.4、2.5.5） 

� Ox、PO及び Ox 前駆物質（NO2 及び NMHC）の再現性を確認 

� 人為起源排出の寄与がほとんどない遠隔地測定局を対象に、モデルの基本的な

再現性を確認 

� 人為起源排出の寄与が大きい関東及び九州地域について、4 つの目標水準を設

定し、それらの目標水準の達成状況を確認 

他モデルとの比較 （2.5.6） 

� 国内の研究機関（本調査と異なる化学輸送モデルを使用する機関も含む）による既

往計算結果と比較（関東、九州地域での Ox、NOx 及び NMHC の月平均濃度に

ついて比較を実施） 

シミュレーションモデルの再現性のまとめ （2.5.7） 

� 日本国内における Ox 濃度の長期変動要因の解析及び前駆物質の排出量削減に

よる Ox 低減効果の解析に活用できるかを評価 
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2.5.2 統計値の算出方法について 

本解析においては、新指標相当値、月平均値及び暖候期平均値を統計値として使用する。

以下、新指標相当値の定義及び各統計値の算出方法（計算値及び測定値）について整理した。 

 

(1) 新指標相当値の定義 

前述したように、オキシダント新指標の定義は、「日最高 8 時間値の年間 99%値の 3 年平

均値」であるが、平成 25 年度（2013 年度）調査における解析で、暖候期（4 ~ 9 月）を対象とし

た測定値の場合、「日最高 8 時間値の暖候期（4 ~ 9 月）98%値の 3 年平均値」と「日最高 8

時間値の年間 99%値の 3 年平均値（新指標）」の値が概ね一致することが明らかになってい

る。以上のことから、本調査では、暖候期（4 ~ 9 月）を対象にシミュレーションの計算を実施す

るため、「日最高 8 時間値の暖候期（4 ~ 9 月）98%値の 3 年平均値」を新指標相当値として

扱った（以下「新指標相当値」と示す）。 

 

(2) 60 km 格子計算における統計値の算出方法（九州地域、関東地域） 

60 km 格子計算において、九州地域及び関東地域の統計値を算出するための格子は、図 

2-7 において赤枠で囲んだ格子である（九州地域 5 個、関東地域 9 個）。 

「日最高 8 時間値の暖候期 98%値」及び「月平均値及び暖候期平均値」の算出方法は以

下に示すとおりである。 

ア. 日最高 8 時間値の暖候期 98%値 

①  各格子の「日最高 8 時間値の暖候期 98%値」を算出。 

②  各地域に含まれる全格子について①の値を平均。 

 

イ. 月平均値及び暖候期平均値 

①  各格子の「月平均値」及び「暖候期平均値」を算出。 

②  各地域に含まれる全格子について①の値を平均。 

  

図 2-7 60 km 格子における解析対象格子（左図：九州地域、右図：関東地域） 
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(3) 10 km格子計算における統計値の算出方法（関東地域） 

測定局密度と計算格子密度との関係を把握するために、関東地域の 10 km格子点を、図 

2-8において茶色の点（■）で示した。また、同図において、測定局（一般環境大気測定局）の

存在する場所を、青色の点（●）で示した。 

10 km格子計算における統計値の算出は、測定局を含む格子の計算値を対象とした。な

お、1 つの測定局のデータについて 1 つの計算値を対応させたため、ある格子に複数の測定

局が含まれる場合、同一格子の計算値が、測定局数と同じ数だけ統計値算出に用いられて

いる。 

計算値について、「日最高 8 時間値の暖候期 98%値」及び「月平均値及び暖候期平均

値」の算出方法を以下に示した。 

 

ア. 日最高 8 時間値の暖候期 98%値 

① 測定局を含む格子の「日最高 8 時間値の暖候期 98%値」を算出。 

② 解析対象とした各都県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県及び山梨県）の測定局を含む格子について①の値を平均。 

③ 関東地域の統計値として、②の値を平均。 

 

イ. 月平均値及び暖候期平均値 

① 測定局を含む格子の「月平均値」及び「暖候期平均値」を算出。 

② 解析対象とした各都県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県及び山梨県）の測定局を含む格子について①の値を平均。 

③ 関東地域の統計値として、②の値を平均。 

 

図 2-8 関東領域（10 km格子）における格子の中心位置（■）と測定局（●）の場所 
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(4) 測定値を対象とした統計値の算出方法 

測定値を対象とした「日最高 8 時間値の暖候期 98%値」及び「月平均値及び暖候期平均

値」の算出方法は以下に示すとおりである。 

ア. 日最高 8 時間値の暖候期 98%値 

① 測定局の「日最高 8 時間値の暖候期 98%値」を算出。 

② 解析対象とした各都県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県及び山梨県）の測定局についての値を平均。 

③ 関東地域の統計値として、②の値を平均。 

 

イ. 月平均値及び暖候期平均値 

① 測定局の「月平均値」及び「暖候期平均値」を算出。 

② 解析対象とした各都県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県及び山梨県）の測定局について①の値を平均。 

③ 関東地域の統計値として、②の値を平均。 
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2.5.3 気温及び風速の再現性について 

(1) 解析の目的 

大気汚染物質は気流によって移流、拡散するため、気象場の再現性について把握すること

が必要である。そこで、遠隔地測定局及び気象庁の地上気象観測所を対象に、測定値と気

象モデル（WRF）による計算値を比較し、シミュレーションによる気象要素の再現性について

確認した。 

 

(2) 遠隔地測定局における再現性の確認 

ア. 解析方法 

遠隔地測定局の検証地点として、父島、西郷及び与那国を選定した（図 2-9）。計算デ

ータの抽出は、測定地点に最も近い格子点の第一層目のデータを対象とした。また、測定

値が存在する時間データを対象に計算値の統計処理を実施した。モデルの性能評価指標

としては、一般的に多く利用されている BIAS、RMSEを用いた（表 2-8）。 

 
図 2-9 遠隔地モニタリングサイトの位置 

 

表 2-8 モデル検証の実施内容（気象）について 

評価要素 気温、風速（60 km格子計算） 

評価指標 BIAS、RMSE（Ccalc 及び Cobsは時間値） 

BIAS = 1�� （	
��
 − 	���）�
���  RMSE = �1���	
��
 − 	������

���  

 

評価対象領域 東アジア領域（60 km格子） 

評価対象期間 2001 ~ 2010年の 10年間の暖候期（4 ~ 9月） 

検証地点 父島、西郷、与那国 

父島 与那国 

西郷 
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イ. 解析結果 

越境汚染の影響が大きいことが想定される与那国及び西郷の結果について、図 2-10 ~ 

図 2-13に示した。父島の結果については、参考資料 図 2 ~ 図 3 に掲載した。これらの

結果から明らかになった内容を以下に整理した。 

� 気温の BIAS は、全地点とも概ね-1.0 ~ 1.0（℃）の間に収まった。 

� 西郷は、10年を通じて 4 月及び 9 月の気温の計算値が過大評価となる傾向がみられ

た。また、他の 2 地点（父島、与那国）は、西郷と比較すると、期間を通して RMSEの値

が小さいことから、再現性が相対的に高いと考えられた。 

風速の BIAS は、父島及び西郷で 2.0 ~ 3.0（m/s）の値となった。与那国は BIAS の値

が 0.0 ~ 2.0（m/s）に収まった。RMSEと併せて評価すると、与那国の風速の再現性は相

対的に高いと考えられた。 

 

西郷 

 

 

図 2-10 測定値と計算値の月平均値経年変化図（気温及び風速、西郷） 
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与那国 

 

 

図 2-11 測定値と計算値の月平均値経年変化図（気温及び風速、与那国） 

 

西郷 

 

 

図 2-12 精度評価指標による評価結果（西郷） 
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与那国 

 

 

図 2-13 精度評価指標による評価結果（与那国） 

 

(3) 関東・九州地域における再現性確認 

ア. 解析方法 

関東地域は、東京（10 km及び 60 km格子計算値）、宇都宮及び前橋（10 km格子計算

値）、また、九州地域は、福岡（60 km格子計算値）を対象に、風速、気温、日射量（日射量

は 10 km格子計算値のみ）の計算値及び測定値の月平均値を算出した。また、モデルの

精度評価指標として BIAS、RMSEを算出した（表 2-9）。 

 

表 2-9 モデル検証の実施内容（気象）について 

評価要素 気温、風速、日射量（10 km格子） 

評価指標 

 

BIAS、RMSE（Ccalc 及び Cobsは時間値）について 

BIAS = 1�� （	
��
 − 	���）�
���  RMSE = �1���	
��
 − 	������

���  

 

評価対象領域 関東領域（60 km及び 10 km格子）及び九州領域（60 km格子） 

評価対象期間 2001 ~ 2010年の 10年間の暖候期（4 ~ 9月） 

検証地点 （気象官署）東京、福岡（60 km格子）、宇都宮（10 km格子）、前橋

（10 km格子） 
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イ. 解析結果 

東京、福岡（60 km格子計算値）の気温及び風速の経年変化と精度評価指標について

図 2-14 ~ 図 2-17に示した。また、東京、宇都宮、前橋（10 km格子計算値）の気温、風速

及び日射量の経年変化図及び精度評価指標について図 2-18 ~ 図 2-23に示した。 

60 km格子計算値の場合、東京の 10年間の気温の BIAS は-1.8 ~ 0.8（℃）、RMSEは

1.5 ~ 4.5（℃）の範囲内であった。風速については、BIAS は-0.2 ~ 2.4（m/s）、RMSEは 1.2 

~ 3.6（m/s）の範囲内であった。一方、福岡については、気温の BIAS は-2.9 ~ -0.2（℃）、

RSMEは 1.5 ~ 3.2（℃）、風速の BIAS は 0.9 ~ 3.4（m/s）、RMSEは 2.1 ~ 4.2（m/s）の範囲

内であった。 

10 km格子計算値の場合、気温の BIAS は-0.7 ~ -0.4（℃）、RMSEは 1.0 ~ 1.4（℃）、風

速の BIAS は-0.7 ~ 1.3（m/s）、RMSEは 1.4 ~ 2.0（m/s）、日射量の BIAS は 0.4 ~ 0.9

（MJ/m2）程度、RMSEは 0.9 ~ 1.3（MJ/m2）程度であった。 

60 km格子計算値と 10 km格子計算値の比較として東京の計算結果（気温及び風速）

に着目すると、60 km格子計算値より 10 km格子計算値の方が、再現性が高い傾向がみ

られた。 

 

ウ. 既往調査結果との比較 

気温及び風速の精度評価指標値について、既往調査結果（環境省, 2010b）と本調査結

果を比較した結果を表 2-10に示す。既往調査結果は、WRFv3.1.1を用いた関東領域（15 

km 格子）の計算により得られたものである。 

表 2-10より、本調査の 60 km格子計算結果では、既往調査と比較して精度評価指標

がやや劣る結果となったが、関東（10 km格子計算結果）については、ほぼ同等の精度で

あることが確認された。 

 

表 2-10 気温及び風速の精度評価指標値の比較 

 既往調査 本調査 

BIAS RMSE BIAS RMSE 

気温 
-0.2 ~ 1.3

（℃） 

1.7 ~ 2.4 

（℃） 

東京（60 km格子）  
-1.8 ~ 0.8（℃） 

東京（60 km格子）  
1.5 ~ 4.5（℃） 

福岡（60 km格子）  
-2.9 ~ -0.2（℃） 

福岡（60 km格子）  
1.5 ~ 3.2（℃） 

関東（10 km格子）  
-0.7 ~ -0.4（℃） 

関東（10 km格子）  
1.0 ~ 1.4（℃） 

風速 
-0.4 ~ 0.0

（m/s） 

1.2 ~ 1.8 

（m/s） 

東京（60 km格子）  
-0.2 ~ 2.4（m/s） 

東京（60 km格子）  
1.2 ~ 3.6（m/s） 

福岡（60 km格子）  
0.9 ~ 3.4（m/s） 

福岡（60 km格子）  
2.1 ~ 4.2（m/s） 

関東（10 km格子）  
-0.7 ~ 1.3（m/s） 

関東（10 km格子）  
1.4 ~ 2.0（m/s） 
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＜60 km格子計算値＞ 

東京 

  

 
図 2-14 地上気象観測所における測定値と計算値の比較（東京） 

 

福岡 

  

 
図 2-15 地上気象観測所における測定値と計算値の比較（福岡） 
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東京 

  

 
図 2-16 精度評価指標による評価結果（東京） 

 

福岡 

  

 
図 2-17 精度評価指標による評価結果（福岡） 
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＜10 km格子計算値＞ 

東京 

気温 
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図 2-18 気象観測所における測定値と計算値の比較（東京） 
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図 2-19 気象観測所における測定値と計算値の比較（宇都宮） 
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前橋 
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図 2-20 気象観測所における測定値と計算値の比較（前橋） 
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図 2-21 精度評価指標による評価結果（東京） 
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図 2-22 精度評価指標による評価結果（宇都宮） 
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図 2-23 精度評価指標による評価結果（前橋） 
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2.5.4 遠隔地における Ox について 

(1) 解析の目的 

ローカルの人為起源排出量の影響が小さい地域の Ox 濃度の再現性及び東アジア大陸

由来の越境汚染の再現性の確認を目的として、遠隔地における計算値と測定値を対象に解

析を行った。 

 

(2) 解析方法 

遠隔地モニタリング測定局として EANET モニタリングサイト（利尻、小笠原、隠岐及び辺

戸）を選定し（図 2-24）、これらの地点を対象にオキシダントの測定値と 60 km格子計算値を

比較することによってシミュレーションの再現性について検討した。 

 
図 2-24 遠隔地モニタリングサイトの位置 

 

(3) 解析結果 

東アジア大陸由来の越境汚染の影響が大きいと考えられる辺戸及び隠岐について、2001 

~ 2010年の暖候期（4 ~ 9月）における測定値と計算値の月平均値の経年変化図を図 2-25

に示した。また、測定値と計算値の月平均値の散布図を図 2-26に示した。利尻及び小笠原

の結果については、参考資料 図 4 ~ 図 7 に掲載した。 

図 2-25及び図 2-26より、地点の特徴として以下のことが示された。 

� 小笠原及び辺戸については、春季に濃度が高くなり、夏季に濃度が低くなる傾向を比

較的再現していた。 

� 利尻及び隠岐の 2 地点は、小笠原及び辺戸と比較すると、再現性が低い。 

（測定値では暖候期中に 20 ppb程度まで低下する月があるが、計算値ではこのような

傾向を適切に再現できておらず、過大評価となっていた） 

2001 ~ 2010年の 3 期間（4 ~ 6月、7 ~ 9月、4 ~ 9月）における期間平均値を図 2-27に示

し、モデルの再現性を期間別に確認した。図 2-27より以下のことが明らかとなった。 

小笠原 
辺戸 

隠岐 

利尻 
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� 利尻及び小笠原の 2 地点について他の地点と比較すると、4 ~ 6月の期間平均値の測

定値と計算値の絶対値の差が小さかった。 

� 7 ~ 9月の期間平均値について、測定値と比較して計算値が過大となる傾向が 4 地点

で共通してみられた。 

� 対象とした 4 地点の中では、期間を通して隠岐における計算値が測定値と比較して最

も過大である傾向がみられた。 

春季（4 ~ 6月）及び夏季（7 ~ 9月）の再現性を比較するために、季節別に測定値、計算値

の散布図を作成し、結果を図 2-28に示した。図 2-28より以下のことが明らかとなった 

� 対象とした 4 地点とも、4 ~ 6月の計算値は、7 ~ 9月の計算値と比較すると、再現性が

高い傾向が見られた。 
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隠岐 

 
辺戸 

 
図 2-25 EANET モニタリングサイトにおける測定値と計算値の経年変化図（月平均値） 

 

隠岐 辺戸 

  

図 2-26 EANET モニタリングサイトにおける測定値と計算値の散布図（月平均値） 
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隠岐 

 

辺戸 

 

図 2-27 EANET モニタリングサイトにおける測定値と計算値の比較（期間別） 

 

隠岐 辺戸 

  

凡例  ●4 ~ 6月の平均値  ●7 ~ 9月の平均値  ●4 ~ 9月の平均値 

図 2-28 EANET モニタリングサイトにおける測定値と計算値の年の差分の散布図（期間別） 
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2.5.5 関東・九州地域における Ox 及び前駆物質の再現性 

(1) シミュレーションモデルの再現目標 

現在の国内におけるモデルの再現性能を踏まえて、当面達成を目指す再現目標として表 

2-11に示す 4 項目を設定し、シミュレーションモデルの再現性について確認した。 

再現目標① ~ ④の検証は、60 km格子計算値の評価については、2001 ~ 2010年の計

算結果（関東及び九州地域）を対象とした。また、10 km格子計算値の評価は、気象場が異

常年でないことが確認されている 2009年の計算結果（関東地域）を対象とした。なお、目標

④については、主要 VOC 成分の測定データが整備された 2009年（10 km及び 60 km格子

計算値）及び 2010年（60 km格子計算値）の関東地域の計算結果を対象とした。 

 なお、Ox、PO及び Ox 前駆物質（NO2 及び NMHC）の月平均値の再現性の評価について

は、参考資料 表 2 ~ 表 26に整理した。 

 

表 2-11 シミュレーションモデルの再現目標 

① Ox、NOx、NMHC の長期トレンド 

【目標：基本的な増減傾向を再現すること】 

② Ox 新指標相当値（日最高 8 時間値の暖候期 98%値の 3 年平均値） 

【目標：数十%以内で再現すること】 

③ NO2 の期間平均値の再現性 

【目標：数十%以内で再現すること】 

④ 主要 VOC 成分の再現性 

【目標：50 ~ 200%以内で再現すること】 

 

なお、NMHC の計算値は、表 2-12に示したように、SAPRC99におけるモデル成分の計

算値に係数を乗じることにより算出した。 

 

表 2-12 SAPRC99におけるモデル成分と NMHC 算出のための係数 

モデル成分 代表的な物質 係数 モデル成分 代表的な物質 係数 

ALK1 エタン等 2.00 ARO1 トルエン等 7.31 

ALK2 プロパン等 2.59 ARO2 キシレン等 8.36 

ALK3 n-ブタン等 4.04 ISOPRENE イソプレン 5.00 

ALK4 n-ペンタン等 5.19 TERP テルペン類 10.00 

ALK5 シクロヘキサン等 8.11 BENZENE ベンゼン 6.00 

ETHE エチレン等 2.00 SESQ セスキテルペン 15.00 

OLE1 プロピレン等 5.16    

OLE2 1,3-ブタジエン等 5.15    
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(2) 達成状況の確認 

ア. 長期トレンドの再現性 

長期トレンドの再現性について、物質別（Ox 及び PO、NO2、NMHC）に確認した。以下

に結果を整理した。 

＜Ox 及び PO＞ 

60 km格子計算値を対象とした Ox 及び POの暖候期トレンドの再現性の確認結果に

ついて、表 2-13に整理した。 

表 2-13 Ox 及び POについて 

暖候期平均値の 

トレンド 
再現性の確認結果 

60 km格子 

計算値 

（Ox） 

・関東地域については、2002年以降の上昇トレンドを概ね再現している（図 

2-29及び図 2-31）。 

・九州地域については、2009年までの上昇トレンド及び 2010年の下降トレ

ンドを概ね再現している（図 2-32及び図 2-34）。 

60 km格子 

計算値 

（PO） 

・関東地域については、10年間のトレンド（ほぼフラット）を再現している 

（図 2-33及び図 2-35）。 

・九州地域については、2007年以降の測定値の変動を再現している 

（図 2-34及び図 2-36）。 

 

図 2-29 Ox 月平均値の経年変化図（関東地域） 

 

 

図 2-30 Ox 月平均値の経年変化図（九州地域） 
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図 2-31 Ox 暖候期平均値の経年変化図 

（関東地域） 

 

図 2-32 Ox 暖候期平均値の経年変化図 

（九州地域） 

 
図 2-33 PO月平均値の経年変化図（関東地域） 

 

図 2-34 PO月平均値の経年変化図（九州地域） 

 

図 2-35 PO暖候期平均値の経年変化図 

（関東地域） 

 

図 2-36 PO暖候期平均値の経年変化図 

（九州地域） 
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＜NO2＞ 

60 km格子計算値を対象とした NO2 の暖候期トレンドの再現性の確認結果について、

表 2-14及び図 2-37 ~ 図 2-40に整理した。 

 

表 2-14 60 km格子計算値（NO2）について 

60 km格子 

計算値（NO2） 
再現性の確認結果 

暖候期平均値の 

トレンド 

・関東地域については、下降トレンドを再現している。10 年間の濃度低下

率は、計算値は 32%（7.7→5.7 ppb）、測定値は 25%（16.5→11.2 ppb）で

あり、概ね再現されていた（図 2-37及び図 2-39）。 

・九州地域についても、下降トレンドを再現している。10 年間の濃度低下

率は、計算値は 30%（4.1→2.8 ppb）、測定値は 30%（15.8→11.0 ppb）で

あり、再現されていた（図 2-38及び図 2-40）。 

 

 

図 2-37 NO2月平均値の経年変化図（関東地域） 

 

 
図 2-38 NO2月平均値の経年変化図（九州地域） 
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図 2-39 NO2 暖候期平均値の経年変化図 

（関東地域） 

 

図 2-40 NO2 暖候期平均値の経年変化図 

（九州地域） 
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＜NMHC＞ 

60 km格子計算値を対象とした NMHC の暖候期トレンドの再現性の確認結果につい

て、表 2-15及び図 2-41 ~ 図 2-44に整理した。 

 

表 2-15 60 km格子計算値（NMHC）について 

60 km格子 

計算値（NMHC） 
再現性の確認結果 

暖候期平均値の 

トレンド 

・関東地域については、下降トレンドを再現している。10 年間の濃度低下

率は、測定値は 31%（247.2→170.4 ppbC）、計算値は 33%（48.8→32.5 

ppbC）であり、概ね再現されていた（図 2-41及び図 2-43）。 

・九州地域についても、下降トレンドを再現している。10 年間の濃度低下

率は、測定値は 30%（182.4→128.0 ppbC）、計算値は 34%（34.3→22.8 

ppbC）であり、概ね再現されていた（図 2-42及び図 2-44）。 

 

 

図 2-41 NMHC 月平均値の経年変化図（関東地域） 

 

図 2-42 NMHC 月平均値の経年変化図（九州地域） 
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図 2-43 NMHC 暖候期平均値の経年変化図 

（関東地域） 

 

図 2-44 NMHC 暖候期平均値の経年変化図 

（九州地域） 
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イ. Ox 新指標相当値の再現性 

Ox 新指標相当値の再現性について、結果を以下に整理した。 

 

＜関東地域 60 km格子計算値について（図 2-45及び図 2-46）＞ 

� Ox 測定値から集計した新指標相当値と比べると、全体的に過大であり、その範囲は

+26 ~ +37%であった。 

� PO測定値から集計した新指標相当値と比べると、全体的に過大であり、その範囲は

+12 ~ +20%であった。 

� Ox 及び PO測定値を対象とした新指標相当値でみられる 2004 ~ 2006年以降の下

降トレンドを概ね再現していた。 

� Ox 及び PO測定値を対象とした 3 年平均値を算出する前の単年の統計値でみられ

る 2003年の濃度低下、翌年の濃度上昇、2009年の濃度低下、翌年の濃度上昇等、

年々の変化を概ね再現していた。 

 

＜関東地域 10 km格子計算値について（図 2-45及び図 2-46）＞ 

� 2009年の単年の Ox 統計値は、60 kmと比較すると測定値に近い値であり（□と○の

比較）、測定値に対して+12%であった（60 km格子計算値は、測定値に対して

+21%）。 

� 2009年の単年の PO統計値は、10 km格子計算値は測定値に対して+6%、60 km

計算値は測定値に対して+11%であった。 

 

  

 

 

（左図：Ox 新指標相当値 右図：2003 ~ 2010年 Ox 新指標相当値の平均値に対する濃度比） 

図 2-45 測定値及び計算値を対象とした Ox 新指標相当値 

（関東 60 km格子、10 km格子） 
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（左図：PO新指標相当値 右図：2003 ~ 2010年 PO新指標相当値の平均値に対する濃度比） 

図 2-46 測定値及び計算値を対象とした PO新指標相当値（関東 60 km格子、10 km格子） 

 

＜九州地域 60 km格子計算値について（図 2-47及び図 2-48）＞ 

� Ox 測定値を対象にした新指標相当統計値と比べると、全体的に濃度が高く、その範

囲は+25 ~ +45%であった。 

� PO測定値を対象にした新指標相当統計値と比べると、全体的に濃度が高く、その範

囲は+16 ~ +30%であった。 

� Ox 及び PO測定値を対象とした 3 年平均値を算出する前の単年の統計値でみられ

る 2007年の濃度上昇、2008年の濃度低下、2009年の濃度上昇といった年々の変

化を再現していたが、より長期的な漸増傾向を再現することはできていない。 

 

  

 

 

図 2-47 測定値及び計算値を対象とした Ox 新指標相当値（九州 60 km格子） 
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図 2-48 測定値及び計算値を対象とした PO新指標相当値（九州 60 km格子） 
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ウ. NO2 の月平均値の再現性 

60 km格子計算値を対象とした月平均値の再現性の確認結果（2001 ~ 2010年の暖候

期を対象）について、参考資料 表 2 ~ 表 21に示し、再現性の確認結果及び評価指標の

値について表 2-16に整理した。 

また、10 km格子計算値を対象とした月平均値の再現性の確認結果について、参考資

料 表 22 ~ 表 26に示し、再現性の確認結果及び評価指標の値について、表 2-17に示

した。なお、表 2-17において、NB 及び NGEの各都県統計の欄の「月平均値を対象とし

たの評価指標の分布範囲」とは、月毎に算出した NB 及び NGEのうち、最小となった月の

統計値と最大となった月の範囲を意味する。NB 及び NGEの算出方法を表 2-18に示し

た。 

表 2-16より、60 km格子計算値の月平均値は、関東地域については、29 ~ 51%の過小

評価、九州地域については、大幅（54 ~ 71%）な過小評価であった。暖候期（4 ~ 9月）の評

価は、関東地域については、40 ~ 44%の過小評価、九州地域については、61 ~ 64%の過

小評価であった。 

また、表 2-17より、10 km格子計算値（関東地域）の月平均値は、26 ~ 36%の過小評価

であった。暖候期（4 ~ 9月）の評価は、31%の過小評価であった。 

 

表 2-16 60 km格子計算値（NO2）について 

60 km格子 

計算値（NO2） 

評価指標の値（2001 ~ 2010年暖候

期における評価指標の分布範囲） 
再現性の確認結果 

 NB  NGE 

・関東及び九州地域ともに、計算値

は測定値と比較して過小である。 

・評価指標の値から、関東地域の方

が九州地域よりも再現性が高い。 

月平均値の 

評価 

関東 -0.51 ~ -0.29 0.29 ~ 0.51 

九州 -0.71 ~ -0.54 0.54 ~ 0.71 

暖候期（4 ~ 9月）

平均値の評価 

関東 -0.44 ~ -0.40 0.40 ~ 0.44 

九州 -0.64 ~ -0.61 0.61 ~ 0.64 
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表 2-17 10 km格子計算値（NO2）について 

月平均値の精度評価結果 

期間平均値 評価指標（NB） 評価指標（NGE） 

関東地域 

 

関東地域 

 

関東地域 

 

─ 

各都県（月平均値を対象と

した評価指標の分布範囲） 

 

各都県（月平均値を対象と

した評価指標の分布範囲） 

 

・関東地域における月平均値を対象とした NB から、計算値は測定値と比べると過小（-36 ~ 

-26%）であった。 

・関東地域における暖候期を対象とした NB から、計算値は測定値と比べると過小（-31%）

であった。 

・精度評価指標 NB 及び NGEの値から、相対的に再現性の高い（NB 及び NGEの値が 0

に近い）都県（上位 3 都県）は、千葉県、東京都及び神奈川県であった。 

 

表 2-18 精度評価指標の算出方法 

※暖候期（4 ~ 9月）を対象とした精度評価指標は、月平均値を対象とした精度評価指標の値を平均した。 

 

 

 

2009年 測定値(ppb) 計算値(ppb)
4月 13.2 8.4
5月 11.6 7.9
6月 12.6 8.1
7月 11.0 7.6
8月 10.2 7.5
9月 12.0 8.7

4〜9月 11.7 8.0

対象期間 NB
4月 -0.36
5月 -0.32
6月 -0.36
7月 -0.30
8月 -0.26
9月 -0.28

4〜9月 -0.31

対象期間 NGE
4月 0.36
5月 0.32
6月 0.36
7月 0.30
8月 0.26
9月 0.28

4〜9月 0.31

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京

神奈川
山梨

NB（NO2）
-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京

神奈川
山梨

NGE（NO2）

指標 計算式 備考 

NB 
（Normalized Bias） 

NB = 	
��
 − 	���	���  
・ 測定値と計算値の差を測定値で標準

化した値の和 
・ モデルの系統的な誤差を表す 

NGE 
（Normalized Gross Error） NGE = |	
��
 − 	���|	���  

・ 測定値と計算値の差の絶対値を測定
値で標準化した値の和 

・ 値が 0 に近ければ、測定値と計算値
の差が小さく、精度がよいと考えられる 	���, 	
��
：各地点の月平均値を対象 
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エ. 主要 VOC 成分の再現性 

主要 VOC 成分の再現性評価対象地点について、表 2-19に示した。測定物質はモデ

ルにおける成分毎に分類・集計した（表 2-20）。なお、本解析は埼玉県内の限られた地点

及び期間を対象とした評価であり、関東全域における傾向を示したものではないことに留意

する必要がある。 

測定値及び計算値について、各成分の平均値を 4 ~ 6月（春）、7 ~ 9月（夏）の昼間、夜

間でそれぞれ算出し、比（計算値 / 測定値）を算出した。この作業により、モデルにおける

成分毎に、地点数（4） × 季節（2） × 昼夜（2） = 16事例について比が求められる。評価

はこの比が、「過小（0.5以下）」「再現性の目標水準を満たす（0.5以上 2.0以下）」「過大

（2.0以上）」のどのカテゴリーに分類されるかで実施した。なお、主要 VOC 成分としては、

MIR4と平均濃度の積が大きい上位 5 物質（ALK4、ETHE、ARO1、ARO2及び HCHO）を

対象とした。 

2009年の 60 km格子計算値及び 10 km格子計算値を対象にした解析結果を図 2-49

に、2010年の 60 km格子計算値を対象にした解析結果を図 2-50に示した。 

図 2-49及び図 2-50より、60 km格子計算値は、年によって傾向の異なる成分がみられ

るが、2010年については、主要 VOC 成分のうち ARO1、HCHOは過小の事例が多く、そ

の他の成分は再現性の目標水準を満たす事例が多数を占めている。また、図 2-49より、

10 km格子の計算値では、ALK4 及び HCHOは、再現性の目標水準を満たす事例が多

数を占めたが、その他の成分は過小の事例が多数を占めている。 

  

                                               
4 MIR（Maximum Incremental Reactivity）：光化学反応性を示す指標 
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表 2-19 主要 VOC 成分の再現性評価対象地点について 

測定地点 戸田・蕨、鴻巣、幸手、寄居5 
測定物質 ﾊﾟﾗﾌｨﾝ類：27 ｵﾚﾌｨﾝ類 ：10 芳香族：17 ﾊﾛｹﾞﾝ化物：22 

ﾌﾛﾝ類  ：11 ｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ類： 8 ｹﾄﾝ類 ： 3 その他   ：1 
測定日 ＜2009年＞ 

4 月 23日、5 月 19日、6 月 10日、7 月 9 日 
8 月 11日（鴻巣は 8 月 18日）、9 月 9 日 

＜2010年＞ 
4 月 21日、5 月 18日、6 月 10日、7 月 7 日、8 月 10日、9 月 16日 

サンプリング時間 （昼夜測定）昼：6 ~ 18時、夜：18 ~ 翌日 6 時 

 

 

表 2-20 測定物質とモデルにおける成分分類 

 

  

                                               
5 埼玉県大気環境調査事業報告書 (https://www.pref.saitama.lg.jp/a0504/taikihoukokusyo.html) 

　測定物質名
モデル

VOC成分
　測定物質名

モデル
VOC成分

　測定物質名
モデル

VOC成分
　測定物質名

モデル
VOC成分

ﾊﾟﾗﾌｨﾝ類 ｴﾀﾝ ALK1 ｵﾚﾌｨﾝ類 ｱｾﾁﾚﾝ ALK2 ﾊﾛｹﾞﾝ化物 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ ALK1 ｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ類 ﾍﾞﾝｽﾞｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ BALD
ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ ALK2 ｴﾁﾚﾝ ETHENE 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ ALK1 ｱｾﾄｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ CCHO
ｲｿﾌﾞﾀﾝ ALK3 2-ﾒﾁﾙ-1,3-ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝ ISOP 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ ALK1 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ HCHO
n-ﾌﾞﾀﾝ ALK3 ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ OLE1 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ ALK1 ﾌﾟﾛﾋﾟｵﾝｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ RCHO
2,2-ｼﾞﾒﾁﾙﾌﾞﾀﾝ ALK3 1-ﾍﾟﾝﾃﾝ OLE1 1,2-ｼﾞﾌﾞﾛﾓｴﾀﾝ ALK1 n-ｲｿﾌﾞﾁﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ RCHO
ｲｿﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 t-2-ﾌﾞﾃﾝ OLE2 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ALK1 ｲｿﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ RCHO
n-ﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 c-2-ﾌﾞﾃﾝ OLE2 ｸﾛﾛｴﾀﾝ ALK2 n-ﾊﾞﾚﾙｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ RCHO
ｼｸﾛﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 1,3-ﾌﾞﾀｼﾞｴﾝ OLE2 c-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ALK3 ﾍｷｻﾅｰﾙ RCHO
2-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 t-2-ﾍﾟﾝﾃﾝ OLE2 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ALK3 ｹﾄﾝ類 ｱｾﾄﾝ ACET
3-ﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 c-2-ﾍﾟﾝﾃﾝ OLE2 塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ ALK5 ﾒﾁﾙｴﾁﾙｹﾄﾝ MEK
n-ﾍｷｻﾝ ALK4 芳香族 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO1 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ALK5 ﾒﾁﾙｲｿﾌﾞﾁﾙｹﾄﾝ PRD2
ﾒﾁﾙｼｸﾛﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 ﾄﾙｴﾝ ARO1 c-1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ ALK5 その他 ｱｸﾘﾛﾆﾄﾘﾙ ALK5
2,4-ｼﾞﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO1 t-1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ ALK5

2,2,4-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ ALK4 ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO1 ｸﾛﾛﾒﾀﾝ NROG

ｼｸﾛﾍｷｻﾝ ALK5 n-ﾌﾟﾛﾋﾟﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO1 ｸﾛﾛﾎﾙﾑ NROG

2-ﾒﾁﾙﾍｷｻﾝ ALK5 m&p-ｷｼﾚﾝ ARO2 四塩化炭素 NROG

2,3-ｼﾞﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ ALK5 o-ｷｼﾚﾝ ARO2 ﾌﾞﾛﾓﾒﾀﾝ NROG

3-ﾒﾁﾙﾍｷｻﾝ ALK5 m&p-ｴﾁﾙﾄﾙｴﾝ ARO2 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ NROG

n-ﾍﾌﾟﾀﾝ ALK5 1,3,5-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO2 ｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ NROG

ﾒﾁﾙｼｸﾛﾍｷｻﾝ ALK5 o-ｴﾁﾙﾄﾙｴﾝ ARO2 m-ｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ NROG

2,3,4-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾟﾝﾀﾝ ALK5 1,2,4-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO2 p-ｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ NROG

2-ﾒﾁﾙﾍﾌﾟﾀﾝ ALK5 1,2,3-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO2 o-ｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ NROG

3-ﾒﾁﾙﾍﾌﾟﾀﾝ ALK5 m-ｼﾞｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO2 ﾌﾛﾝ類 HCFC22 NROG

n-ｵｸﾀﾝ ALK5 p-ｼﾞｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ARO2 CFC12 NROG

n-ﾉﾅﾝ ALK5 ｽﾁﾚﾝ OLE2 CFC11 NROG

n-ﾃﾞｶﾝ ALK5 HFC134a NROG

n-ｳﾝﾃﾞｶﾝ ALK5 CFC114 NROG

HCFC142b NROG

HCFC123 NROG

HCFC141b NROG

CFC113 NROG

HCFC225ca NROG

HCFC225cb NROG
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（★は MIR と平均濃度の積の上位 5 成分 上図：60 km格子計算値 下図：10 km格子計算値） 

図 2-49 成分別にみた計算値と測定値の比の該当割合（2009年） 

 

 

 

（★は MIR と平均濃度の積の上位 5 成分） 

図 2-50 成分別にみた計算値と測定値の比の該当割合（2010年） 
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(3) シミュレーションモデルの再現目標の達成状況のまとめ 

シミュレーションモデルの再現目標の達成状況について、以下に物質別に整理した。 

 

ア. Ox 及び POについて 

＜遠隔地モニタリングデータと計算値の比較＞ 

� 解析対象とした全地点について、2001 ~ 2010年を通して計算値が過大であった（図 

2-25）。 

� 再現性には季節性が見られ、夏季と比較して春季（4 ~ 6月）の再現性が高かった（図 

2-27及び図 2-28）。 

 

＜シミュレーションモデルの再現目標に対する状況＞ 

目標①：長期トレンドの基本的な増減傾向を再現すること 

� 60 km格子計算値について、関東地域及び九州地域における Ox 暖候期平均濃度

の 2001 ~ 2010年の長期トレンドの特徴を概ね再現していた（図 2-31及び図 2-32）。 

 

目標②：Ox 新指標相当値について数十%以内で再現すること 

� Ox 新指標相当値（60 km格子計算値）について、九州地域については、2007年以

降のトレンドの再現性に課題がみられたが、関東地域については、10年間のトレンド

及び単年度の変化傾向は概ね再現していた。絶対値の再現については、関東地域

においては、全ての年（2001 ~ 2010年）で測定値に対して 26 ~ 37%の過大評価、九

州地域においては、25 ~ 45%の過大評価であったが、目標の数十%以内にほぼ収ま

っていた。 

� NO タイトレーション効果を考慮した指標であるポテンシャルオゾン（PO）濃度の新指

標相当値（60 km格子計算値）も Ox と同様に過大ではあるが、目標の範囲内に収ま

っていた（図 2-45及び図 2-46）。 

� Ox の日最高 8 時間値暖候期 98%値（2009年 10 km格子計算値）は、全体的に過

大傾向（+12%）ではあるが、目標の数十%以内に収まっており、また、60 km格子計

算値（+21%）よりも過大傾向が小さかった（図 2-45及び図 2-46）。 

� POの日最高 8 時間値暖候期 98%値（2009年 10 km格子計算値）も Ox と同様に過

大（+6%）ではあるが、目標の数十%以内に収まっていた。また、60 km格子計算値に

ついても、同様に目標の数十%以内（+11%）に収まっていた（図 2-45及び図 2-46）。 
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イ. NO2 について 

＜シミュレーションモデルの再現目標に対する状況＞ 

目標①：長期トレンドの基本的な増減傾向を再現すること 

� 関東及び九州地域ともに、NOx 濃度の代替指標としての NO2 濃度の計算値は測定

値と同様に下降トレンドを示しており、両者の 10年間の濃度低下率も概ね同程度で

あった（図 2-37 ~ 図 2-40）。 

 

目標③：NO2 の期間平均値について数十%以内で再現すること 

� 関東地域の暖候期平均値については、60 km格子計算値で、29 ~ 51%の過小評

価、10 km格子計算値では 31%の過小評価であった（表 2-16及び表 2-17）。九州

地域については、60 km格子計算値で、大幅（54 ~ 71%）な過小評価であった（表 

2-16）。 

 

ウ. NMHC について 

＜シミュレーションモデルの再現目標に対する状況＞ 

目標①：長期トレンドの基本的な増減傾向を再現すること 

� 関東及び九州地域どちらも、VOC の代替指標としての NMHC 濃度の計算値は、測

定値の下降トレンドを示しており、両者の 10年間の濃度低下率も概ね同程度であっ

た（図 2-41 ~ 図 2-44）。 

 

目標④：主要 VOC 成分について 50 ~ 200%で再現すること 

� 2009年の評価事例では、60 km格子計算値及び 10 km格子計算値のどちらとも、

主要 VOC 成分（ALK4、ETHE、ARO1、ARO2、HCHO）のうち、ETEH、ARO1、

ARO2については過小となる事例が多かったが、ALK4 及び HCHOは目標水準を

満たす事例が多かった（図 2-49）。 

� 2010年の評価事例では、60 km格子計算値は、主要 VOC 成分のうち ARO1、

HCHOは過小となる事例が多かったが、ALK4、ETHE及び ARO2は概ね目標水準

を満たした（図 2-50）。 
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2.5.6 構築したシミュレーションモデルと他モデルとの比較 

(1) 解析の目的 

本調査で使用したシミュレーションモデルの計算結果の妥当性について評価することを目

的として、他モデルの計算結果及び測定値との比較を行った。 

 

(2) 解析結果 

比較対象のモデルとしては、作業部会委員から提供された 8 モデルを用いた。各モデルの

設定条件の概要は表 2-21に示すとおりである。解析は九州地域及び関東地域を対象とし、

各モデルにおいて図 2-8に示す解析対象格子内に中心が存在する格子で平均した値で評

価を行った（各モデルの詳細設定は参考資料 表 27に掲載）。 

各モデルにおいて Ox、NO2、NOx、NMHC、POを対象に、月平均値及び時刻別平均値を

算出し比較を行った （Ox、NOx 及び NMHC 以外の月平均値ならびに時刻別平均値は参考

資料 図 8 ~ 図 14に掲載）。 

 

表 2-21 各モデルの設定条件 

 

※1 : 解析対象データには含まれないが、親領域としての設定。  

※2 : モデル E2には、パラメーター等の微調整を施した 2 種類が存在する（以降モデル E2a、E2bと表記）。 

※3 : 九州域を対象にした実験が存在するモデルのみ記載。  

モデルA モデルB モデルC モデルD モデルE1 モデルE2 モデルF モデルG 本調査
RAMS

4.4
WRF-
Chem

WRF
WRF
v3.7

WRF
v3.3.1

WRF
v3.5.1

WRF
v3.3.1

WRF
v3.3.1

WRF
v3.5.1

ADMER-
PRO

WRF-
Chem

RAQM2
CMAQ
v5.0.2

CMAQ
v4.7.1

CMAQ
v5.01

CMAQ
v4.7.1

CMAQ
v4.7.1

CMAQ
v4.7.1

CB4 RADM2
SAPRC

99
SAPRC

07tc
SAPRC

99
SAPRC

07tc
SAPRC

99
SAPRC

99
SAPRC

99

なし SORGAM
MADMS/
ISORROPI

A2
AERO6 AERO5 AERO6 AERO5 AERO5 AERO5

2001 - - - - - - ○ ○ ○
2002 - - - - - - ○ ○ ○
2003 - - - - - - ○ ○ ○
2004 - - - - - - ○ ○ ○
2005 ○ ○ - - ○ - ○ ○ ○
2006 - - - - - - ○ ○ ○
2007 - - - - - - ○ ○ ○
2008 - - - - - - ○ ○ ○
2009 - - - - - - - ○ ○
2010 - - ○ ○ - ○ - ○ ○

東アジア
/アジア

- 80km 45km 45km - - 80km 60km 60km 

日本 (20km)※1 - - 15km 20km 20km ※2 - - -
関東 5km - - 5km 5km 5km ※2 - - 10km

九州 ※3 5km - - - - - - - -

粒子化
モジュール

対象
年度

空間
解像度

設定項目
気象モデル

化学輸送モデル

気層反応
モジュール



 

53 

 

(3) 解析結果 

構築したシミュレーションモデルの 60 km格子計算値（2001 ~ 2010年暖候期における

Ox、NOx 及び NMHC の月平均値）を関東地域について図 2-51 ~ 図 2-53に示した。また、

九州地域の計算値を図 2-54 ~ 図 2-56に示した。各図には、他モデルの計算値及び測定

値も併せて示した。なお、本解析ではモデル間の比較に主眼を置いているため、比較には対

象領域内の全格子の平均値を用いている。一方で、測定局は領域内に不均一に分布してい

るため、測定値の平均値と計算値を比較すると差が大きくなる傾向があることには留意する必

要がある。   

図 2-51 ~ 図 2-56から、Ox、NOx 及び NMHC の月平均濃度について、関東及び九州地

域ともに、本調査で用いたシミュレーションモデルの値は他モデルの計算値と同程度の値を

示した。また、濃度変動についても類似した挙動がみられた。 

同様に時刻別平均濃度についてモデル間で比較した結果においても、本調査で用いたシ

ミュレーションモデルは他モデルと類似した日内変化及び濃度を示した（参考資料 図 10 ~ 

図 14）。 

このことから、本調査で構築したシミュレーションモデルは、Ox、NOx 及び NMHC の月平均

濃度について、現在の研究レベルのモデルと同等の傾向、再現性を有していると判断した。 
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対象物質：Ox （関東地域） 

 

図 2-51 Ox 月平均値（関東地域） 

 

 

対象物質：Ox （九州地域）

 

図 2-52 Ox 月平均値（九州地域） 
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対象物質：NOx （関東地域） 

 

図 2-53 NOx 月平均値（関東地域） 

 

 

対象物質：NOx （九州地域） 

 

図 2-54 NOx 月平均値（九州地域） 
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対象物質：NMHC （関東地域） 

 

図 2-55 NMHC 月平均値（関東地域） 

 

 

対象物質：NMHC （九州地域） 

 

図 2-56 NMHC 月平均値（九州地域）
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2.5.7 シミュレーションモデルの検証のまとめ 

シミュレーションモデルの検証結果について、シミュレーションの再現性の確認の流れ（図 

2-6）及びシミュレーションモデルの再現性の目標水準を踏まえて以下に整理した。 

 

(1) 気象要素の再現について 

気温及び風速の精度評価指標値について、既往調査結果と本調査結果での統計結果を

比較した結果、本調査の 60 km格子計算値（東京）及び 10 km格子計算値（関東）について

は、既往調査結果とほぼ同等の再現性を有していることが確認できた。 

 

(2) 長期トレンドの再現について 

Ox の新指標値や暖候期平均濃度については、測定値の基本的な増減傾向を再現してい

た。また、前駆物質濃度（NO2 及び NMHC）については、10年間の減少割合が測定値とほぼ

同様であることが明らかとなった。 

 

(3) 定量的な再現について 

Ox 計算値（新指標相当値）は測定値に対して、60 km格子計算値で 26 ~ 37%の過大評

価、10 km格子計算値で 12%の過大評価であった。NO2 計算値（暖候期平均値）は 60 km

格子計算値で、関東地域については、40 ~ 44%の過小評価、九州地域については、61 ~ 

64%の過小評価であり、10 km格子計算値では 31%の過小評価であった。VOC 主要成分に

ついては、60 km格子及び 10 km格子計算値ともに、測定値に対して、50 ~ 200%の濃度比

である物質が多数を占めた。 

 

(4) 他モデルとの比較について 

関東及び九州地域の Ox、NOx 及び NMHC の月平均値及び時刻別平均値について、本

調査によるモデル計算値を国内の研究機関（本調査で用いた WRF/CMAQシステム以外も

含む）による既往計算値と比較したところ、本調査で用いたモデルは、他モデルとほぼ同等の

再現性を有していることが確認された。 

 

以上のことから、本調査で構築したモデルは、当初設定した目標水準を概ね達成しているも

のと判断され、また、現在、国内の研究機関で使用しているモデルとほぼ同等の性能を有してい

ると考えられた。よって、我が国における地表オキシダントの長期変動要因の解析、さらに、オキ

シダント前駆物質である VOC 及び NOx の排出削減によるオキシダント低減効果の感度解析に

本シミュレーションモデルを使用した。 
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3 シミュレーションモデルによる解析の結果と考察 

2 章で示したように、本調査で構築したモデルは、その再現性において幾つかの課題はありつ

つも、当初設定した目標水準を概ね達成し、また、現在、国内の研究機関で使用しているモデルと

ほぼ同等の性能を有していると考えられることから、我が国における地表オキシダントの長期変動

要因の解析、及びオキシダント前駆物質である VOC 及び NOx の排出削減によるオキシダント低

減効果の感度解析に使用した。なお、モデルは Ox 濃度を過大評価する傾向があるため、計算さ

れた Ox 濃度そのものではなく、基準ケースとの濃度の差分または濃度比等で評価を行った。 

 

3.1 日本国内における Ox 濃度の長期変動要因の解析 

3.1.1 前駆物質排出量変化（固定蒸発 VOC 排出量削減）の影響の解析 

(1) 解析の目的 

平成 25年度検討会報告書において、関東地域では Ox 濃度測定値の統計結果からオキ

シダント新指標値の域内平均値は、2007年度（平成 19年度）より低下傾向にあることが指摘

された。この要因としては、VOC 及び NOx の排出抑制にともなう、前駆物質濃度低下が考え

られる。そこで本調査では、これまでの光化学オキシダント対策のうち、2006年度（平成 18年

度）より実施された「揮発性有機化合物 （VOC） の排出抑制制度」について、光化学オキシ

ダント濃度にどのような影響があったかを把握することを目的として、シミュレーションによる解

析を実施した。 

 

(2) シミュレーションの設定条件 

シミュレーションの気象場、排出量の設定条件を表 3-1に示した。その他のシミュレーショ

ンモデルの基本設定は、「2.4.3シミュレーションモデルの設定のまとめ」と同様とした。基準ケ

ースは、気象場が異常年でないことが確認されている 2009年の暖候期とし、関東領域を対象

として 10 km格子で計算を実施した。基準ケースでは東アジア大陸及び国内の排出量につ

いても 2009年として設定した（ケース A）。一方、比較ケースは大気汚染物質の排出量につ

いて、関東領域の固定蒸発発生源からの VOC 排出量のみを 2001年相当のものに差し替

え、東アジア大陸及び国内排出量（関東領域固定蒸発発生源以外）を 2009年で固定した

（ケース B）。「揮発性有機化合物 （VOC） の排出抑制制度」により、国内の固定蒸発発生

源からの 2009年の VOC 排出量は、2001年と比較すると約 38%減少している。なお、本解

析では、ケース B のシミュレーションにおいても、関東領域の境界値となる親領域（東アジア

域）については、基準ケースの計算結果を適用した。 

上記ケース A とケース B の計算結果より、関東地域を対象として、「Ox 日最高 8 時間値

の暖候期 98%値」について、評価を行った。  
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表 3-1 固定蒸発 VOC 排出量削減の影響解析シミュレーションの設定 

ケース 

人為起源排出量の設定年 
気象場の
設定年 

備考 東アジア 
大陸 

関東領域 
固定蒸発

VOC 

関東領域 
固定蒸発
VOC 以外 

A 

2009年 

2009年 

2009年 2009年 

基準ケース（2009年） 

B 2001年 
2009 年を基準に、国内固定蒸
発 VOC の排出量のみ 2001年
相当に変更した場合 
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(3) 解析結果 

ケース A とケース B について、計算格子毎に「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」を

算出した結果を図 3-1に示す。また、ケース A とケース B の濃度比（ケース A / ケース B）

を図 3-2に示す。図 3-1より、ケース A（基準ケース）と比較すると、ケース B（固定蒸発

VOC 排出量を 2001年に変更）では「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」は最大 10 ppb

程度増加する。図 3-2より濃度比（ケース A / ケース B）に着目すると、ケース A（基準ケー

ス）ではケース B（固定蒸発 VOC 排出量を 2001年に変更）よりも、関東地域全域で「Ox 日

最高 8 時間値の暖候期 98%値」が小さくなった。特に、東京都東部～埼玉県南東部にかけ

て、濃度比が 0.85 ~ 0.90程度に低下していることが示された。 

ケース A、ケース B についてシミュレーション結果から「Ox 日最高 8 時間値の暖候期

98%値」を計算格子毎に算出し、都県別及び全県で平均した結果を図 3-3に示す。図 3-3

より、関東地域の都県別に評価した場合、固定蒸発 VOC 排出量削減の効果は埼玉県が最

も大きく、濃度比は 0.92となった。関東地域全体（8 都県平均）での濃度比は 0.96であった。 

以上の結果より、「揮発性有機化合物 （VOC） の排出抑制制度」による、これまでの固定

蒸発 VOC 排出量の削減効果により、関東地域では「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」

が低下したと考えられる。特に東京都東部から埼玉県東部における地域で削減効果が比較

的大きかった。これらの結果は、「平成 25年度検討会報告書」において整理した測定値の解

析結果にも整合しており、固定蒸発 VOC 排出量の削減による Ox 低減効果が確認された。 
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ケース A 

（2009 年基準ケース） 

ケース B 

（固定蒸発 VOC 排出量を 2001 年に変更） 

図 3-1 Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値の分布（左図: ケース A 右図: ケース B） 

 

図 3-2 Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値の濃度比（ケース A / ケース B） 
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図 3-3 Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値の都県別平均濃度及び濃度比（ケース A / ケース B） 
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3.1.2 越境大気汚染の解析 

(1) 解析の目的 

我が国の光化学オキシダント濃度の長期トレンドに影響を及ぼす要因の 1 つとして、中国

をはじめとした、東アジア大陸からの大気汚染物質排出量の増大の影響が考えられる。そこ

で国内の光化学オキシダント濃度に対する、越境大気汚染の増大の影響の程度を把握する

ことを目的として、シミュレーションによる解析を実施した。 

 

(2) シミュレーションの設定条件 

シミュレーションの気象場、排出量の設定条件を表 3-2に示した。その他のシミュレーション

モデルの基本設定は、「2.4.3シミュレーションモデルの設定のまとめ」と同様とした。基準ケー

スは、気象場が異常年でないことが確認されている 2009年とし、東アジア大陸及び国内の排

出量についても 2009年として設定した（ケース A）。一方、気象場及び国内大気汚染物質排

出量を 2009年で固定し、東アジア大陸からの大気汚染物質排出量のみを 2001年の排出量

に差し替えた設定を比較ケース（ケース C）とした。すなわち、ケース C は 2009年を基準とし

て、仮に東アジア大陸での大気汚染物質排出量が 2001年のままであった場合の状況に相

当する。なお、2009年（本調査では 2008年排出量と同値；2.3.1参照）の東アジア大陸の大

気汚染物質排出量は、2001年と比較すると NOx では 48%、VOC は 19%増加している。一

方で国内排出量は、同期間で NOx は 23%、VOC は 42%減少している（図 2-4）。シミュレー

ションは東アジア領域を対象として、60 km格子で暖候期（4 ~ 9月）について実施した。 

上記ケース A とケース C の計算結果より、九州地域及び関東地域に着目して、「Ox 日最

高 8 時間値の暖候期 98%値」について、評価を行った。また、越境大気汚染の月毎の影響を

把握するため「Ox 日最高 8 時間値の月平均値」についても評価を行った。 

表 3-2 越境大気汚染の影響解析シミュレーションの設定 

ケース 

人為起源排出量の 
設定年 気象場の

設定年 
備考 

東アジア 
大陸 

国内 

A 2009年 
2009年 2009年 

【基準ケース（2009年）】 

C 2001年 
2009 年を基準に、東アジア大陸の排出量のみ
2001年相当に変更した場合 

 

(3) 解析結果 

ア. Ox の日最高 8 時間値の暖候期 98%値への影響 

ケース A とケース C について、計算格子毎に「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」

を算出した結果を図 3-4に示す。また、ケース A とケース C の濃度差（ケース A – ケー

ス C）を図 3-5に、濃度比（ケース A / ケース C）を図 3-6に示す。 

図 3-4より、2009年の基準ケース（ケース A）から、東アジア大陸の排出量のみ 2001年

に変更したケース（ケース C）では、中国大陸（華北平原）だけでなく東シナ海から日本海
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の日本周辺でも「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」が低下する結果となった。すなわ

ち、2001 年から 2009 年にかけての東アジア大陸の大気汚染物質の排出量増加によって、

日本周辺の「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」が増大した可能性が示唆された。 

図 3-5 及び図 3-6 より日本国内の「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」の濃度差

（比）に着目すると、九州地方で濃度差（比）が大きく、越境大気汚染の影響を強く受けてい

るものと考えられる。また、全体的には西日本と比較すると東日本の方が濃度比は小さく、

越境大気汚染の影響も相対的に小さいものと判断される。なお、東北地方北部から北海道

にかけて濃度比がやや高くなっている傾向がみられるが、これらの地域では「Ox 日最高 8

時間値の暖候期 98%値」の絶対値が低いため、わずかな濃度差でも濃度比としては大きく

算定されることに留意する必要がある。 

さらに、九州地域及び関東地域について、「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」の濃

度比（ケース A / ケース C）を集計したところ、九州地域は 1.08、関東地域は 1.02 となり、

九州地域の方が関東地域よりも、越境大気汚染の影響が相対的に大きいことが定量的にも

示された（図 3-7）。 

なお、これらの傾向は基準ケースを 2001 年に設定（ケース A’）し、東アジア大陸からの

排出量のみを 2009 年に差し替えたシミュレーション（ケース C’）を実施し、同様に「Ox 日

最高 8 時間値の暖候期 98%値」の濃度比（ケース C’ / ケース A’）を算出した場合でも確

認された（参考資料 図 15）。 

表 3-3 越境大気汚染の影響解析シミュレーションの設定（基準年変更） 

ケース 

人為起源排出量の 
設定年 気象場の

設定年 
備考 

東アジア 
大陸 

国内 

A’ 2001 年 
2001年 2001年 

【基準ケース（2001年）】 

C’ 2009年 
2001 年を基準に、東アジア大陸の排出量のみ
2009年相当に変更した場合 

 

 

ケース A（2009 年基準ケース） ケース C（東アジア大陸排出量を 2001 年に変更） 

図 3-4 Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値の分布（左図: ケース A 右図: ケース C） 
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図 3-5 Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値の濃度差（ケース A - ケース C） 

 

 

図 3-6 Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値の濃度比（ケース A / ケース C） 
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図 3-7 地域別 Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値及び濃度比（ケース A / ケース C） 
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イ. Ox 日最高 8 時間値の月平均値への影響 

越境大気汚染の月毎の影響を把握するためケース A とケース C について、日最高 8

時間値の月平均値を算出した。それぞれのケースの日最高 8 時間値の月平均値の分布

及びと両ケースの濃度比（ケース A / ケース C）の分布を図 3-8に示した。また、九州地

域及び関東地域の日最高 8 時間値の月平均値と濃度比を図 3-9に示した。 

図 3-8のケース A の濃度分布より、2009年暖候期は、6 月に中国大陸の濃度が最大と

なり、7 月は太平洋高気圧の張り出しにより、日本付近は濃度が比較的低い等の傾向がみ

られる。濃度比に着目した場合、沖縄～九州地域において、4 ~ 7月にかけての濃度比が

比較的大きいが、前述のとおり 7 月については濃度の絶対値が比較的低いため、わずか

な濃度差でも比が大きく算出される点には留意する必要がある。また、全体的な傾向として

「Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値」と同様、東アジア大陸に近いほど濃度比が大きく

なる傾向がみられる。 

同様の傾向は図 3-9からも示唆され、九州地域における日最高 8 時間値の月平均値の

濃度比は 4 ~ 7月が 8、9 月と比較すると大きくなり、最大で 1.07程度であった。一方、関

東地域における日最高 8 時間値の月平均値の濃度比は、6 ~ 7月が他の月よりも大きい

が、濃度比は最大で 1.04程度であり、九州地域よりも小さい結果となった。 

以上のことから、東アジア大陸におけるオキシダント前駆物質排出量の増加は、「Ox 日

最高 8 時間値の暖候期 98%値」と同様に、Ox 日最高 8 時間値の月平均値についても増

大要因となり、関東地域よりも九州地域の方がその影響が大きいことが確認された。 
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図 3-8 Ox 日最高 8 時間値の月平均値及び濃度比（ケース A / ケース C）の分布 
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【九州地域】 

【関東地域】 

      図 3-9 地域別の Ox 日最高 8 時間値の月平均値及び濃度比（ケース A / ケース C） 
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3.1.3 NO タイトレーション効果の低下の影響解析 

(1) 解析の目的 

NO はオゾン（O3）と反応しオゾンを減少させるため（NO タイトレーション効果）、オゾン濃度

の変動要因について、オゾン濃度のみに注目した場合、オゾン生成そのものによるものか、タ

イトレーションによるオゾン減少によるのかを判断することが困難である。「平成 25年度検討

会報告書」においても我が国の光化学オキシダント濃度の長期トレンドには、窒素酸化物の

排出抑制による局所的な NO 濃度低下によってもたらされた「NO タイトレーション効果の低

下」による都市部における光化学オキシダント濃度の増加が示されている。 

そこで、本解析ではオゾンとポテンシャルオゾン（PO）の変化量（∆O3 及び ∆PO）の差に着

目し、「NO タイトレーション効果の低下」による都市部における光化学オキシダント濃度の増

加について、シミュレーションモデルでも再現することを確認し、この現象を裏付けることを目

的とした。 

 

(2) シミュレーションの設定条件及び評価方法 

ア. シミュレーションの設定条件 

シミュレーションの気象場、排出量の設定条件を表 3-4に示した。その他のシミュレーシ

ョンモデルの基本設定は、「2.4.3シミュレーションモデルの設定のまとめ」と同様とした。基

準ケースは、気象場が異常年でないことが確認されている 2009年の暖候期とし、東アジア

域を対象とした 60 km格子及び関東領域を対象とした 10 km格子で実施した計算結果を

解析した。基準ケースでは東アジア大陸及び国内の排出量についても 2009年として設定

した（ケース A）。一方、比較ケースは 2001年の大気汚染状況を再現したケースとした（ケ

ース D）。すなわち、ケース D では、気象場、東アジア大陸及び国内排出量について全て

2001年に設定した。また、参考ケースとして「3.1.2 越境大気汚染の解析結果」で実施し

た、気象場及び国内大気汚染物質排出量を 2009年で固定し、東アジア大陸からの大気

汚染物質排出量のみを 2001年の排出量に差し替えたケース（ケース C）のシミュレーショ

ン結果についても、評価を行った。 

 

表 3-4 NO タイトレーション効果低下の影響解析の設定ケース 

ケース 
大気汚染物質排出量の設定年 

気象場の
設定年 

備考 東アジア 
大陸 

国内 

A 2009年 2009年 2009年 【基準ケース（2009年）】 
D 2001年 2001年 2001年 【比較ケース（2001年）】 

C 2001年 2009年 2009年 
【参考ケース】 
東アジア大陸の排出量変
化のみを考慮したケース 
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イ. 評価方法 

基準ケースから変更した比較ケースの計算結果（O3 及び PO）について、基準ケースの

計算結果からの変化量（∆O3 及び ∆PO）を算出した場合、∆O3 に比べ ∆POが小さい場合

は NO タイトレーションの効果の低下による影響が大きいと考えられる。一方、∆O3 と ∆PO

の差が小さい場合、地域内生成または他地域からの移流により実質的に O3 が増減したと

考えられる。 

そこで、上記ケース A とケース D のシミュレーション結果から暖候期平均濃度を対象と

した（ケース A - ケース D）により、∆O3 及び ∆POを求め、空間分布を把握するとともに、

関東地域を対象として、∆O3 及び ∆POの領域平均値を比較した。 

 

(3) 解析結果 

図 3-10及び図 3-11に、60 km格子の暖候期平均のシミュレーション結果による（ケース 

A - ケース D）の ∆O3、∆PO及び ∆O3 - ∆POの空間分布を示す。図 3-11から日本付近で

は ∆O3、∆POはどちらも九州から東シナ海にかけては正の値が分布しているが、関東から近

畿・中国地方にかけては、一部の地域で負の値が分布している。∆O3 と ∆POの差は東京、名

古屋、大阪、福岡周辺で大きく（すなわち ∆O3 > ∆PO）、これらの地域では NO タイトレーショ

ン効果の影響が大きいことが示唆される。また、関東領域 10 km格子のシミュレーション結果

による、∆O3、∆PO及び ∆O3 - ∆POの空間分布を図 3-12に示す。図 3-12より、関東地域で

は ∆O3、∆POはどちらも北関東で負の値となっている。∆O3 と ∆POの差は関東南部で大きな

正の値となっている。次に関東地域について月平均濃度の ∆O3 と ∆POを比較した結果を図 

3-13に示す。図 3-13より、暖候期を通じて、∆O3 - ∆POは正の値（すなわち ∆O3 > ∆PO）とな

っており、関東地域では NO タイトレーション効果低下の影響があったことが示唆される。ま

た、この傾向は 60 km格子よりも 10 km格子の計算結果の方が顕著にみられる。このことは、

空間解像度を高くしたことにより、NO タイトレーション効果がよりなまされずに反映されたもの

と思われ、都市大気のシミュレーションに 10 km程度の解像度を用いることの優位性が示され

たものと考えられる。また、測定値による解析結果（図 3-14）でも、関東地域の暖候期では PO

濃度はほとんど変化がないにもかかわらず O3 濃度のみが上昇しており、本調査のシミュレー

ション結果は観測結果とも整合していることが確認された。 

また、基準ケースに対して、東アジア大陸の排出量変化のみを考慮した参考ケースから（ケ

ース A - ケース C）を算出し、同様に関東地域について月平均濃度の ∆O3 と ∆POを比較し

た結果を図 3-15に示す。図 3-15より、東アジアの排出量のみが 2001年から 2009年にか

けて増加することは、O3 及び PO濃度の増大（∆O3 及び ∆POが正の値となる）につながるが、

この場合 ∆O3 と ∆POは、ほぼ同値であり、O3 そのものの移流が O3 濃度増加に寄与している

ことが示唆される。 

これらの結果から、関東地域については、2009年は 2001年と比較して前駆物質（VOC 及

び NOx）の排出削減によって、POが暖候期平均では減少したものと考えられるのに対し、O3
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濃度の変化は小さかったことから、NOx 排出量の削減により、NO 濃度が減少したことで、NO

タイトレーション効果が低下したことが示唆された。 
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図 3-10 （ケース A - ケース D）の空間分布 （60 km 格子計算値 暖候期平均） 

 

 

図 3-11 （ケース A - ケース D）の空間分布日本付近 （60 km 格子計算値 暖候期平均） 
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図 3-12 （ケース A - ケース D）の空間分布 （10 km 格子計算値 暖候期平均） 

 

  

図 3-13 関東地域における月別 ∆O3 及び ∆PO の比較（ケース A - ケース D） 
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図 3-14 関東地域における月別 ∆O3 及び ∆PO の比較 （測定値） 

 

  

   
図 3-15 関東地域における月別 ∆O3 及び ∆PO の比較（参考ケース:ケース A - ケース C） 
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（光化学オキシダント調査検討会 「光化学オキシダント調査検討会 報告書 -今後の対策を見すえた

調査研究のあり方について-」 平成 24年 3 月 より抜粋） 

  

【参考: NO タイトレーション効果について】 

NO はオゾン（O3）と反応しオゾンを減少させる。この「NO ＋ O3 → NO2 ＋ O2」の反応によっ

てオゾン濃度が減少する効果を「NO タイトレーション（titration）効果」と呼ぶ。オゾン濃度の変動

要因についてオゾン濃度のみに注目した場合、オゾン生成そのものによるものか、タイトレーショ

ンによるオゾン減少によるのかを判断することが困難である。 

ポテンシャルオゾン（PO）は NO によるタイトレーションでは変化せず、過酸化ラジカルと NO の

反応やオゾンの他地域からの移流の影響等があった場合は増加する。このことから、光化学オキ

シダント濃度の変化量（ΔOx）と PO濃度の変化量（ΔPO）より以下のことが推定できる。 

・ΔOx に比べΔPOが小 ：NO によるタイトレーション効果の影響が大きい 

・ΔOx とΔPOの差が小 ：地域内生成または他地域からの移流により実質的に Ox 増加 

本調査では（1）式により PO濃度の算出を行っているが、 値は日本で推定されてきた一般的な

値である「0.1」を使用している。 

[PO] = [O3] + [NO2] －   × [NOx]・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（1）  ：発生源における NOx 濃度に対する NO2 濃度の比率  
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3.1.4 まとめ 

(1) 前駆物質排出量変化（固定蒸発発生源の VOC 排出量削減）の影響 

これまでの光化学オキシダント対策のうち、2006年度（平成 18年度）より実施された「揮発

性有機化合物（VOC）の排出抑制制度」について、光化学オキシダント濃度にどのような影響

があったかを把握することを目的として、シミュレーションによる解析を実施した。関東地域を

対象とした 10 km格子のシミュレーションモデルにより、2009年を基準として「揮発性有機化

合物（VOC）の排出抑制制度」が実施されなかった場合を想定した Ox 濃度を、基準ケースと

比較することによって評価を行った。 

シミュレーションの結果から、固定蒸発 VOC 排出量の削減対策によって、関東地域では

Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値が低下し、特に東京都東部から埼玉県東部における地

域で削減効果が大きいことが示唆された。これらの結果は、2013年度（平成 25年度）までに

実施した測定濃度の解析結果とも整合し、固定蒸発 VOC 排出量の削減による Ox 低減効果

が確認されたものと考えられる。 

 

(2) 越境大気汚染増加の影響 

国内の光化学オキシダント濃度に対する、越境大気汚染の増加の影響の程度を把握する

ことを目的としてシミュレーションによる解析を実施した。東アジア域を対象とした 60 km格子

のシミュレーションモデルにより、2009年を基準として、仮に東アジア大陸での大気汚染物質

排出量が 2001年のままであった場合の状況を再現した。この結果を基準ケースの Ox 濃度と

比較することによって評価を行った。 

シミュレーションの結果から、東アジア大陸における Ox 前駆物質（VOC 及び NOx）排出量

の増大によって、日本国内の広い範囲で Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値の増加に寄

与していることが示唆された。また、この増加割合は関東地域よりも九州地域の方が大きいこと

が確認された。 

 

(3) NO タイトレーションの影響 

関東地域における 2001年と 2009年のシミュレーション結果から、オゾン（O3）とポテンシャ

ルオゾン（PO）の変化量（∆O3 及び ∆PO）の差に着目し、「NO によるタイトレーション効果の低

下」による都市部における光化学オキシダント濃度の増加の影響を評価した。 

シミュレーションの結果から、O3 と POの暖候期平均濃度を 2001年と 2009年について比

較すると、∆O3 - ∆POは正の値（すなわち ∆O3 > ∆PO）となっており、関東地域では NOx 排

出削減に伴い、NO 濃度が減少したことにより NO タイトレーション効果が低下し、∆O3 濃度の

減少が抑制されたことが示唆された。また、この結果は測定データの解析結果とも整合してい

ることが確認された。 
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3.2 前駆物質（VOC、NOx）排出量削減の感度解析結果 

3.2.1 解析の目的 

Ox 前駆物質である VOC や NOx 排出量を削減した場合に、Ox 濃度がどの程度変化するか

（感度）を把握することは、今後の光化学オキシダント対策の検討において重要である。そこで本

調査では、気象場について異常年でないことが確認されている 2009 年の前後の年を含め、

2008 ~ 2010 年の関東地域を対象として、関東地域内の前駆物質排出量を段階的に削減したシ

ミュレーションを実施し、前駆物質排出量削減が Ox 濃度に及ぼす影響を解析した。 

 

3.2.2 シミュレーションの設定条件及び評価方法 

(1) シミュレーションの設定条件 

シミュレーションモデルの基本設定は、「2.4.3 シミュレーションモデルの設定のまとめ」と同

様とし、本調査では 2008 ~ 2010 年の関東地域を解析対象として、10 km 格子でのシミュレー

ションを実施した。Ox 前駆物質排出量については関東領域内の人為起源 VOC または人為

起源 NOx を、図 3-16 に示すように 16 ケース（○で示した排出量比率）で設定した。排出量比

率は、基準年における人為起源 VOC 及び人為起源 NOx 排出量を 100 とした。 

なお、親領域である東アジア領域の計算では排出量は変化させない（関東領域の境界値

は変化しない）こととしたが、VOC、NOx 排出量比をそれぞれ 50%にした条件のみ、親領域で

ある東アジア領域の計算においても国内排出量を変化させた条件で計算を行い、両者の比

較を行った。 

 

 

図 3-16 前駆物質排出削減感度解析における VOC 及び NOx 排出量の設定 

 

(2) 評価方法 

ア. 新指標相当値による評価 

図 3-16 に示した 16 ケースでシミュレーションを実施し、VOC 及び NOx の排出量比率

を変えた場合の、関東地域におけるオキシダント新指標相当値を算出した。 

人為起源 VOC 排出量比率（%） 
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「2.5 シミュレーションモデルの再現性の確認」で整理したとおり、本調査で用いたシミュレ

ーションモデルは、基準ケースにおいて Ox 濃度を過大評価する傾向が確認されている。こ

のため、本調査では米国 EPA のガイドライン（U.S.EPA, 2007）でも採用されている手法に準

じ、基準ケースと感度分析ケースの計算結果の比（レスポンスファクター：RF）を測定値に乗

じることで感度解析ケースにおける新指標相当値の評価を行った。 

 

図 3-17 新指標相当値算出フロー 

 

図 3-18 RF を用いた計算値の補正方法イメージ 

①各測定局で
日別

O3日最高8時間
値を算出

④基準年の計算値(②)および感度分析の計算値(③)
から、日別O3日最高8時間値変化率(RF)を算出

⑤各測定局で日別O3日最高8時間値に日別RF(④)を乗じて、人為起源
NOx、VOC排出量を削減した際の測定値の補正値を算出

⑥各測定局で測定値の補正値(⑤)から新指標相当値を算出

⑦南関東/北関東、関東域等での地域平均した新指標相当値を算出

②各測定局が含まれる
メッシュにおいて、
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イ. 高濃度日発生日数による評価 

前駆物質削減による Ox 濃度の評価指標として、Ox 日最高 8 時値による高濃度日発生

日数についても解析を行った。 

高濃度日の閾値としては、「平成 25 年度検討会報告書」より昼間の Ox 1 時間最高値と

日最高 8 時間値の関係についての解析結果（図 3-19 及び 表 3-5）を参考に、昼間の Ox 

1 時間最高値 60、80、120 ppb に概ね相当する日最高 8 時間値として 50、70、100 ppb の 3

つを設定し、この値以上となった日数を算出した。 

 

 

図 3-19 昼間の 1 時間最高値と日最高 8 時間値の関係（関東地域全体） 

（光化学オキシダント調査検討会 「光化学オキシダント調査検討会 報告書 -光化学オキシダ

ントの解析と対策に向けた指標の提言-」 平成 26 年 3 月 より抜粋） 

 

表 3-5 昼間の 1 時間最高値と日最高 8 時間値の関係（都県別） 

 都府県 
一次回帰式 
Y = 1 時間値 
X = 8 時間値 

1 時間値
＝60 ppb 

1 時間値
＝80 ppb 

1 時間値
＝120 ppb 

8 時間値

（ppb） 

千葉県 Y = 1.13 X - 0.02 53.0 70.7 106.0 

神奈川県 Y = 1.12 X + 0.91 52.5 70.3 105.9 

東京都 Y = 1.19 X - 1.09 51.2 68.0 101.5 

埼玉県 Y = 1.20 X - 1.04 50.9 67.6 100.9 

栃木県 Y = 1.15 X + 0.21 51.9 69.3 104.0 

群馬県 Y = 1.16 X + 0.78 50.9 68.0 102.4 

（光化学オキシダント調査検討会 「光化学オキシダント調査検討会 報告書 -光化学オキシダ

ントの解析と対策に向けた指標の提言-」 平成 26 年 3 月 より抜粋）  
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3.2.3 排出量削減効果の概要 

図 3-21に本調査で対象とした 2008 ~ 2010年の Ox 日最高 8 時間値の月平均値及び暖候

期平均の計算結果（3 年平均）を示す。図 3-21より関東地域の Ox 日最高 8 時間値の月平均

値は、全般的に春季（4 ~ 6月）に高くなる傾向が示された。一方で 7 月及び 8 月については、

月平均濃度としては、相対的に低く、特に沿岸部付近では顕著であった。これらの傾向は図 

3-22に示したとおり、測定値の分布とも概ね一致することが確認できた。 

また、2008 ~ 2010年の Ox 日最高 8 時間値の月平均値について、基準ケースと排出量削減

ケース6の濃度比を 5 月（春季）、8 月（夏季）について整理した結果（3 年平均）を図 3-23及び

図 3-24に示す。この結果より、排出量削減ケースにおける Ox 日最高 8 時間値の月平均値の

変化量は、5 月（春季）の方が小さく、8 月（夏季）が大きいことが示された。 

さらに、2008 ~ 2010年を対象とした V50-N50の排出量削減ケースについて、関東領域内の

排出量のみを変化させた場合（境界濃度は変わらない）と、親領域である東アジア域の日本国

内排出量から変化させた場合（境界濃度も変化する）の Ox 日最高 8 時間値の月別平均値を比

較した結果（3 年平均）を図 3-25に示す。図 3-25の結果より、関東地域の内陸部は境界濃度

の影響は小さい一方で、沿岸部や千葉県では相対的に境界濃度の影響が大きいことが示唆さ

れた。 

同様に Ox 日最高 8 時間値の暖候期 98%値についても境界濃度の変化の影響を比較した

（図 3-26 ~ 図 3-27）。この結果からも、関東地域内陸部では境界濃度の変化の影響は小さい

が、太平洋沿岸部や千葉県では、比較的影響が大きいことが示された。 

これらの結果は、夏季には関東地域内で排出された前駆物質によって生成される Ox の影響

が大きいのに対して、春季には越境汚染を含む関東地域外からの流入影響が大きく、域内の生

成が少ないために、域内で排出された前駆物質の影響が小さくなるものと解釈される。 

これらのことから、シミュレーションモデルによる前駆物質排出量削減の感度解析結果を Ox

対策検討に活用する際には次の点に留意する必要がある。 

・本調査の解析結果は、厳密には関東領域内のみの排出量を削減した場合の感度を評価し

たものである。そのため、境界濃度の寄与が相対的に大きくなる春季に高濃度が出現する

年については、日本国内全体での排出量削減時と比較して感度が過小評価されている可

能性がある。 

・本調査では人為起源排出量のみを削減対象とした感度解析としている。このため、VOC に

関しては植物起源 VOC の寄与があるため、人為起源 VOC 排出量比と VOC 全体の排出

量比は異なる点に留意する必要がある。各感度解析ケースにおける、NOx 濃度及び

NMHC 濃度の変化は参考資料 図 20 ~ 図 21に示した。 

                                               
6 排出量削減ケースは次のように表記した。 

 Vxx-Nyy  xx:VOC 排出量比 yy:NOx 排出量比 （例 V50-N50: VOC、NOx の排出量比をともに 50%としたケー

ス） 
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・本調査では、基準ケースと感度分析ケースの計算結果の比（レスポンスファクター：RF）を測

定値に乗じることで感度解析ケースにおける新指標相当値の評価を行ったが、本手法を用

いた V0-N0 等、基準ケースとは排出量が大きく異なる場合の推定結果については、妥当性

等について今後検討の余地がある。 

  ・感度解析結果の見方を図 3-20 に示したが、シミュレーションモデルの結果には不確実性が

伴うため、個別ケースの濃度そのものではなく、他の感度解析ケースや他地域の同一条件

での数値の大小関係（濃度差や濃度比等）に着目して解釈する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-20 感度解析結果（濃度）の見方 

 

 

各セル内の濃度（X）はモデルによる計算結果そのものではなく、下式によって推定した

値である。 

X = （基準年における測定濃度） × （レスポンスファクター; RF） 

* RF = （感度解析ケースでのモデル計算値） / （基準ケースでのモデル計算値） 

 

25 50 75 100

100 87.0 89.2 91.5 93.8

75 86.3 88.6 91.4 94.3

50 85.9 88.8 91.6 94.0

25 84.1 85.4 86.7 87.6

人為起源VOC排出量比　(%)

人
為

起
源

N
O

x排
出

量
比

　
(%

)

基準ケース（V100-

N100）、すなわち排出量

を削減していない状態で

の濃度 

VOC と NOx の両方を

50%削減したケース 
（V50-N50）での濃度 

基準年の人為起源排出量を 100 とした場合の排出量比（排出量

比 25%は、排出量を 75%削減した場合に相当）をあらわす 

*比率・日数の場合も見方は同様 
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図 3-21 Ox 日最高 8 時間値の月平均値の空間分布 3 年平均値（2008 ~ 2010 年） 

（基準ケースの計算値）  
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図 3-22 Ox 日最高 8 時間値の月平均値の空間分布 3 年平均値（2008 ~ 2010 年） 

（測定値） 

 



 

 

 

85 

 

図
 
3

-2
3
 

前
駆

物
質

排
出

量
削

減
ケ

ー
ス

に
お

け
る

O
x

日
最

高
8

時
間

値
の

月
平

均
値

の
濃

度
比

 
3

年
平

均
値

（2
0

0
8

 ~
 2

0
1
0

年
）（

基
準

ケ
ー

ス
と

の
比

 
5

月
） 



 

 

 

86 

 

図
 
3

-2
4
 

前
駆

物
質

排
出

量
削

減
ケ

ー
ス

に
お

け
る

O
x

日
最

高
8

時
間

値
の

月
平

均
値

の
濃

度
比

 
3

年
平

均
値

（2
0

0
8

 ~
 2

0
1
0

年
）（

基
準

ケ
ー

ス
と

の
比

 
8

月
） 



 

87 

 

 

 

図 3-25 親領域の国内排出量を変更した場合の Ox 日最高 8 時間値の月平均値の比較          

3 年平均値（2008 ~ 2010 年） （V50-N50 ケース）  
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図 3-26 Ox 新指標相当値の分布 （2008 ~ 2010 年） 

 

図 3-27 Ox 新指標相当値の差の分布（②-①）  

（2008 ~ 2010 年） 

 

  

① 関東領域のみ変更 ②東アジア領域の国内排出量及び関東領域ともに変化 


